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第 1 章 序論 

1-1 研究の背景 

1-1-1 通信トラヒックの増加とアクセスシステムの光化 

「Mr. Watson, come here, I need you! (ワトソン君、用事がある、ちょっと来たま

え！)」、後に米国の通信会社 AT&T の前身であるベル電話会社を設立したグラハム・

ベルが、助手であるワトソン技師に向かって発したこの一言が人類初の電話による第一

声とされている。電話の発明を誰が行ったかは厳密には定かでないようだが [1]、1876 

年にベルらによって行われた電話機の試作が実用化の端緒となっている。この電話機の

実現により、距離を隔てた音声情報の交換によるコミュニケーションが可能となった。

以後 100 年以上に渡り、日常生活における必須のコミュニケーションツールである音

声は、通信技術が伝達する情報の主役であり続けた。国内では、メタルケーブルを利用

した電話サービスの加入者数が増加の一途をたどり、1990 年代半ばには 6000 万加入

を突破した。その数の増加に伴う通信トラヒックの増加に対応するため、中継伝送技術

もそれに併せて進歩した。特筆すべきは、米国のガラスメーカ Corning 社による 1970 

年の石英系光ファイバ (20 dB/km @ 0.6328 m)の発表、およびそれとほぼ同時期に半

導体レーザの常温発振が可能となったことを契機に、光ファイバ伝送技術が急速に進展

したことである。約 10 年後の 1981 年には、早くも国内において従来の同軸ケーブ

ルを用いたシステムに代わり、マルチモード光ファイバ (MMF : Multi mode fiber) を

用いた光伝送システム (32 Mb/s @ 0.85 m 帯)が商用導入された。以後伝送媒体は、

同軸ケーブルから MMF 、さらにはシングルモード光ファイバ (SMF : Single mode 

fiber) へと置き換わり、使用波長も 0.85 m 帯から 1.3 m 帯、さらには 1.5 m 帯

へとより低損失な波長帯域にシフトした。これにより、伝送媒体当りの伝送容量は着実

に増加し、中継間隔も 80 km にまで長延化された。1995 年以降、高速化と中継間隔

の長延化を支えたのが、1989 年に有用性が実証された光増幅器である [2]。増幅媒体

として、1.5m 帯に増幅帯域を有するエルビウム添加光ファイバ増幅器 (EDFA : 

Erbium doped fiber amplifier) が用いられた。図 1-1 に、EDFA を用いた光中継伝送

システムの構成例を示す。当初は、中継間隔 (80 km @ 1.5m 帯)を維持した上で、

さらに高速の光信号 (10 Gb/s) を伝送することを目的に導入された。ここで、10 Gb/s

の信号は、より低速な電気信号を多重変換回路により時分割多重  (TDM : Time 

division multiplexing) して生成される (図 1-1 (a) 参照)。その後、EDFA の広帯域特

性を利用して研究開発が進められていた波長多重  (WDM : Wavelength division 

multiplexing) 信号の一括増幅技術や、PLC (Planar lightwave circuit) 技術を用いた

アレイ導波路回折格子 (AWG : Arrayed waveguide grating) に代表される波長合分波

器の実現により [3]、単一光ファイバ上で同時に複数の光信号を伝送することが可能と
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なった (図 1-1 (b) 参照)。WDM 技術は、単位光ファイバ当りの伝送容量を飛躍的に

増大させることができることから、1999 年の実用化以降、中長距離ネットワークを支

える基盤技術となった。現在では、40 Gb/s の光信号を 40 波長多重した 1.6 Tb/s の

光中継伝送システムが商用導入されている。 

一方、1990 年代半ばから、それまで大学等に限られて使用されていたインターネッ

トが一般家庭にも普及し、電話による音声通信からデータ通信へのパラダイムシフトが

起き始めた。当初のインターネットの利用方法は、電子メールの送受信、HTML 技術

を用いた簡易な WWW (World wide web) の閲覧が主であり、一般家庭とアクセスポ

イントの接続には、アナログの電話回線を利用したモデムによるダイヤルアップ接続、

または電話回線が利用するメタルケーブルで 64 ~ 128 kb/s のデジタル通信が行える 

ISDN (Integrated services digital network) 回線が利用された。その後、同じメタル

ケーブルを利用して 1 Mb/s 以上のブロードバンドサービスを提供可能な  ADSL 

(Asymmetric digital subscriber line) の登場により、インターネットの利用環境は格段

に向上した。ADSL は、開通工事が容易であり回線価格も低廉であることから急速に

加入者数を増やし、インターネットの爆発的な普及をもたらす契機となった。また、従

来電話回線を通じてアナログ情報として伝達された音声情報の一部が、VoIP (Voice 

over Internet Protocol) 技術によりデジタル情報としてインターネットを経由して通

信されるようになったことをはじめ、SNS (Social networking service)、オンデマンド

の音楽や映像配信、動画共有、ファイル交換等、利用可能なサービスも広がり、インタ

ーネットの利便性が格段に高まった。しかしながら、ADSL は、同一メタルケーブル

上でアナログ電話とデータ通信サービスの重畳を実現するため、データ通信は音声周波

数帯 (0.3 ~ 3.4 kHz) を避け伝送路として帯域が補償されていない高周波数帯 (26 

kHz ~ 3.7 MHz) に割り当てざるを得ず、収容局からの距離や外来ノイズの影響により

回線速度が変化するという問題があった。このため安定したサービス提供は困難であり、

早期にブロードバンドサービスを提供するための暫定的な措置とも考えられた。これを

見越して、 ADSL が商用化されたわずか 2 年後の 2001 年には、光ファイバの低損

失特性、電磁波遮断特性、および広帯域特性を利用した FTTH (Fiber to the home) が、

世界に先駆けて本格的に商用導入された。図 1-2 に、FTTH と ADSL の加入者数の

推移を示す。ADSL の加入者数は、 2006 年に 1400 万に到達したが、その後は FTTH 

の回線価格の低廉化により次第に減少していった。一方、 FTTH の加入者数は、低価

格化に加えてデジタル技術の進展によるコンテンツ容量の増大の後押しを受け、 2005 

年頃から急激に増加し、 2008 年には ADSL の加入者数を逆転した。現在では 2000 

万を超える加入者数を獲得し、有線ブロードバンド技術の主役に躍り出ると伴に、次世

代システムへの移行を見据えた新たなフェーズに差し掛かっている。 
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図1-1 光増幅器(EDFA)を用いた光中継伝送システムの構成例．(a)TDM光中継伝送方式．

(b)WDM光中継伝送方式． 

 

図 1-2 FTTH，および ADSL 加入者数の推移． 
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1-1-2 光アクセス方式 

図 1-3 に、国内で用いられている一般的な通信ネットワークの構造を示す。通信

ネットワークは、加入者から通信事業者 (収容局) までを接続するアクセスネットワ

ーク、複数の収容局 (CO : Central office) を接続し、市内や県内レベルでアクセス

ネットワークを接続するメトロネットワーク、および全国のメトロネットワークを接

続するコアネットワークに分けられる。メトロネットワーク、およびコアネットワー

クは、多数の加入者から収容局に送られた情報を束ねて伝送するため、アクセスネッ

トワークに比べてより大容量な伝送システムが必要である。一般的には、メトロネッ

トワークでは 100 km 以下、コアネットワークでは 100 km 以上の中～大容量光伝

送システムが導入されている。特にコアネットワークでは、前項に記載の通り、Tb/s

級の光中継伝送システムが稼働している区間もある。一方、アクセスネットワークで

は、多くの加入者は収容局から 10 km 以下の範囲で収容され、FTTH による光ア

クセスシステムが、戸建て住宅、集合住宅に居住するマスユーザや、SOHO (Small 

office / home office)、大規模ビルを拠点とするビジネスユーザに提供されるブロード

バンドサービスの多くを支えている。 

図 1-4 に、FTTH による主な光アクセス方式の構成例を示す。一般的に、光アク

セス方式は、シングルスター型とダブルスター型に分類される。シングルスター型は、

収容局と加入者間が光ファイバで直接接続されるポイント・ツー・ポイント (P2P : 

Point-to-point) 構成であり (図 1-4 (a) 参照)、主に集合住宅のマスユーザや、ビジ

ネスユーザ向けのサービス提供に利用されている。収容局から建物の管理室までは光

メディアコンバータで接続される。ビジネスユーザは、建物の構内に LAN (Local 

Area Network) を独自に構築して光サービスを利用するが、集合住宅では、構内に

配線されている既設の電話線を利用した  VDSL (Very high-bit-rate digital 

subscriber line) 方式により、50 ~ 100 Mb/s の信号帯域が各加入者に割り当てられ

る。VDSL 方式を利用することにより、アクセス区間の光設備を集合住宅に居住す

る多数の加入者で共有できるため、ブロードバンドサービスをマスユーザ向けに経済

的に提供することができる。なおこれらサービス形態は、FTTH のようにサービス

利用者の居室まで光ファイバが引き込まれないため、厳密には FTTB / C (Fiber to 

the building / curb) と呼ばれるが、統計上 FTTH に含めて計数されるのが通常であ

る。 

一方、ダブルスター型は、収容局と加入者間の光ファイバや収容局に配置される装

置の一部を加入者が共有するポイント・ツー・マルチポイント  (P2MP : 

Point-to-multipoint) 構成である。ダブルスター型は、さらにアクティブダブルスタ

ー (ADS : Active double star) 型とパッシブダブルスター (PDS : Passive double 

star) 型に分けられる。ADS は収容局と加入者間のノードに多重変換回路や集線装

置等のアクティブ部品を配置する構成であり、PDS はノードにスプリッタや波長合
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分波器等のパッシブ部品を配置する構成である。収容局外にアクティブ部品を配置す

ると電源供給の問題が常に付きまとい、設置場所の選定に苦慮することになる。その

ため、別名 PON (Passive optical network) とも呼ばれ、電源供給を意識せずにサー

ビス提供可能な PDS の方が運用上優れたシステムであると言える。実際、商用シス

テムとして用いられているのは PDS 方式である。以下、PDS に代わり PON と記

載する。 

PON において、複数加入者の情報を同一の光ファイバ上で共有して伝送する代表

的な方式として、タイムスロットごとに情報を多重する TDM-PON 方式 (図 1-4 

(b)参照)、および波長ごとに情報を多重する WDM-PON 方式 (図 1-4 (c) 参照) が

ある。TDM-PON 方式では、ノードに専らスプリッタが配置されるのに対し、

WDM-PON 方式では、スプリッタ、または AWG 等の波長合分波器が配置される。 

TDM-PON は、英国の通信会社である BT により、電話回線サービスの利用者に、

通話に加えて新規のブロードバンドサービスを提供することを目的として 1987 年

に提唱された方式である [4]。提唱当時、TPON (Telephony on passive optical 

network) と名付けられた本方式は、新規サービスとして ISDN や HDTV (High 

definition television) 配信等を想定していた。またこのサービスの追加は、スプリッ

タの波長無依存特性を活かし、電話サービスとは別の波長に多重 (WDM を利用した

サービス多重) して行うものであった。コア/メトロネットワークで用いられる TDM 

方式では信号 1 ビットごとに多重化が行われるのに対し、TDM-PON ではフレーム

やパケット単位で多重化が行われる。加入者の情報はタイムスロットごとに重畳され、

信号が受信された後、フレームやパケットに付与された識別子を利用して宛先が特定

されることから、情報の秘匿性を担保するための手段が必要となる。反面、光ファイ

バ伝送線路のみならず収容局内に配置される伝送装置 (OLT : Optical line terminal) 

が共有されるため、経済性の面で優れている。また加入者宅に配置される伝送装置 

(ONU : Optical network unit) は単一品種であることから、システムに接続するだけ

でサービスが開始されるプラグアンドプレイ機能が容易に実現され、運用性にも優れ

る。アクセスサービスには低価格化が強く求められることから、暗号化技術により情

報の秘匿性を担保した上でこれら利点を活かし、戸建てのマスユーザ向けに広く普及

している。現在、アナログの映像配信サービスの一部が WDM を利用したサービス

多重により提供されているが、提唱当時の提案と異なり、音声は VoIP 技術によりデ

ジタル情報としてデータ通信回線に重畳され、WDM は主として次世代システムへ

のアップグレードに活用されることが期待されている。なお、本来「PON」は、

WDM-PON を含めた PDS 方式一般を表す名称であるが、商用導入されているのは 

TDM-PON のみであることから、一般に TDM-PON を表す名称として定着してい

る。ただし本論文では、原則通り、広く PDS 方式表す名称として「PON」の名称

を使用する。 
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一方、WDM-PON は、AT&T の研究機関であるベル研究所により 1988 年に提

唱された方式である [5]。加入者の情報は異なった波長に重畳され、光学的に波長分

波されて信号が受信されることから情報の秘匿性が高く、また波長帯域を一加入者が

占有するため高速の帯域保障サービスを提供するのに適している。一方、共有される

のはパッシブ部品を含めた光ファイバ伝送線路のみであり、OLT が加入者 (波長) 

ごとに必要であるというデメリットが存在する。以上を考慮すると、ビジネスユーザ

へのサービス提供が期待されるシステム構成であると言える。しかしながら、前記デ

メリットに加えて考慮すべき重要な課題の一つとして、ONU の波長無依存 (カラー

レス) 化がある。光ファイバの十分な共有効果をもたらすには、単一システムで数十

加入者を収容することが望まれるが、それには加入者と同数の波長に対応した ONU

が必要である。多品種の ONU を用いたシステムは利便性が悪く、運用が容易でな

いため、ONU の単一品種化によるプラグアンドプレイ機能の実現を目指した各種カ

ラーレス化技術が研究開発されている。ノードに波長合分波器を配置すれば、OLT か

ら ONU への下り WDM 信号は AWG 等の波長合分波器で分波されて所定の 

ONU に到達して受信できることから、その多くは ONU から OLT への上り信号伝

送のカラーレス化技術に注力されている。代表的なものとして、① SLD (Super 

luminescent diode) から出力される広帯域の白色雑音をノードに配置した波長合分

波器で切り出して光源として利用する方法 [6]、② 収容局から ONU に供給した無

変調光を ONU に配置したカラーレス変調器で変調して収容局に折り返す方法 

[7,8]、③ ONU に波長可変光源を搭載する方法 [9]、が提案されている。しかしなが

ら、①：出力が十分でなく、また Gb/s を超える高速変調が困難であること [9]、②：

収容局から ONU に供給した無変調光の一部が光ファイバ伝送線路内で反射し、

ONU で変調された上り信号と干渉して雑音となり十分な伝送距離が得られないこ

と [10]、③：一般的に数十波長に対応した波長可変光源は非常に高価であること、

によりいずれも実現の目途は立っていない。結果、WDM-PON 方式は、海外におい

てフィールドトライアルが行われた例はあるものの [11]、商用導入された例は存在

しないというのが現状である。しかしながら、現行システムである TDM-PON は、

加入者情報の多重を電気回路の高速化に頼って実現しているため、今後のサービス帯

域の増大要求を鑑みると、持続的にシステムの高速化を成し得る方式とは言い難い。

そこで、TDM の経済性、および WDM による帯域、およびサービスの拡張性に着

目した新たな光アクセス方式として、WDM/TDM-PON が国際会議や標準化の場で

活発に議論され始めている [12,13]。 
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図 1-3 一般的な光ネットワークの構造． 

 

図 1-4 光アクセス方式の構成．(a)シングルスター構成．(b)ダブルスター構成(TDM-PON)．

(c)ダブルスター構成(WDM-PON)． 
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1-1-3 PON システムの構成 

本項では、TDM-PON システム、および WDM/TDM-PON システムの具体的な

システム構成について詳説する。 

図 1-5 (a) に、TDM-PON システムの構成を示す。本システムは、収容局に配置

される OLT と、複数の加入者宅に配置される ONU がスプリッタを介して光ファ

イバで結合される構成である。従来のアナログ電話サービスに用いられたメタルケー

ブルは二心が対となっており、加入者が受ける音声情報と加入者が発する音声情報は

異なるケーブル上を伝達されていた。メトロ/コアネットワークで用いられる光中継

伝送システムも同様に、双方向伝送が異なる光ファイバ上で行われる。それに対し

PON では、コスト削減のため敷設される光ファイバは一心である。スプリッタは、

国内ではクロージャと呼ばれるボックスに収められ、収容局外の電柱上に設置される

のが一般的であるが、電柱を利用しない諸外国では地中に設置される。OLT から

ONU に送信される下り信号と ONU から OLT に送信される上り信号は、異なる

波長により同一の光ファイバ上を双方向に伝送される。そのため、光送信器 (Tx)、

および光受信器 (Rx) から成る光トランシーバの入出力は、WDM フィルタにより上

り信号と下り信号を合分波することにより一心化される。下り信号は、加入者ごとの

信号が TDM 技術を用いて多重された連続信号であり、各 ONU はスプリッタで分

岐された連続信号から、自身に割り当てられたタイムスロットの信号を受信する。一

方、上り信号は、各 ONU から間欠的に送信されるバースト信号であり、スプリッ

タで合流して TDM 信号となり収容局に到達する。そのため ONU には、バースト

信号を送信することのできる光送信器 (B-Tx) が用いられる。合流時に各 ONU か

ら送信された信号が時間的に重ならないように、OLT からの指示により送信時間と

送信容量が制御される [14]。またこの信号は、ONU からスプリッタまでの伝送距離

の相違や、送信器出力の個体差により短時間で強度が大きく変化する。そのため OLT 

には、バースト信号に対応した光受信器 (B-Rx) が用いられる。下りと比較して、上

りバースト信号に対応した送受信技術の難易度が高いため、B-Tx、および B-Rx の

研究開発が、高速 TDM-PON システム実現に向けた第一歩となる [15,16]。特に 

B-Rx には、スプリッタの分岐数に応じて増加する伝送線路損失に耐え得る高感度受

信特性が求められるのはもとより、前記強度変化に対応した広い入力ダイナミックレ

ンジが求められる。 

図 1-5 (b)、および (c) に、WDM/TDM-PON システムの構成を示す。前者は、

OLT に送受分離型の多波長光トランシーバを利用する構成であるのに対し、後者は、

OLT に送受一体型の単一波長光トランシーバを利用する構成である。図 1-5 (b) の

構成は (a) と同様、収容局に配置される OLT と、加入者宅に配置される複数の

ONU が、スプリッタを介して光ファイバで結合される構成である。WDM-PON の

研究開発の多くは、ノードに配置するパッシブ部品として AWG 等の波長合分波器
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を想定していたが、ここでは既存の TDM-PON システムで用いられているスプリッ

タ網を活用し設備投資の抑制を図る。OLT には多波長に対応した伝送装置 (LC : 

Line card) を配置する。LC は、AWG 等の波長合分波器の透過中心波長に一致する

固定波長の光信号を送受信する。一方、ONU には、波長可変光源を搭載した B-Tx、

および受信波長を可変できる Rx を配置する。ここで波長可変型の Rx を用いるの

は、ノードに波長合分波器ではなくスプリッタを配置することにより、ONU に到達

した WDM 信号のうち必要な一波長を抜き出して受信する必要があるためである。

一方、B-Tx が任意の波長で送信した上り信号は、LC の波長分波器により分波され

ていずれかの B-Rx で受信される。本 ONU 構成により、すべての ONU が波長依

存特性のないスプリッタを介して任意の光トランシーバ (図中、同一番号の Tx、B-Rx

ペア) と通信することができる。これにより、ONU のカラーレス化によるプラグア

ンドプレイ機能が実現されるのはもとより、上述の TDM-PON システムでは提供さ

れない機能、すなわち、光トランシーバ故障時の冗長機能、光トランシーバのスリー

プ動作による低消費電力機能等をもたらすことができる。 

一方、図 1-5 (c) の構成においても、すべての ONU が波長依存特性のないスプ

リッタを介して任意の LC (Tx、B-Rx ペア) と通信することができ、ONU の波長可

変特性を利用して (b) と同様の機能を実現することができる。さらに、送受一体型

の光トランシーバが一つの LC を構成していることから、トラヒックの増加に応じ

て LC を追加することにより、段階的な帯域のアップグレード機能も実現できる。ま

たスプリッタ構成は、局外と局内で分岐を按分する構成であり、より広範囲に点在す

る加入者を単一 OLT により収容する効果を有する。 

代表的な波長可変光源として、送信波長の異なる DFB-LD (Distributed feedback 

laser diode) をアレイ型に半導体集積したものや、注入電流により半導体の屈折率を

変化させて送信波長を制御する  SSG-DRB (Superstructure grating distributed 

Bragg reflector laser) がある。同じく代表的な波長可変光フィルタとして、誘電体

多層膜光フィルタへの光信号の入射角度を変化させて透過波長を制御するものや、

FBG (Fiber Bragg grating) に加える応力を変化させて透過波長を制御するものが

ある。前項に記載の通り、これら波長可変型の光部品は一般に非常に高価であるが、

半導体をベースとした光部品の動作温度を変化させて送受信波長を変化させるタイ

プのものであれば低コスト化が期待できる [17-19]。半導体光部品の動作温度変化

による波長可変範囲は 3nm程度と限られ、WDM 信号を 50 GHz (0.4 nm @ 1.5 m  

帯) 間隔の高密度で配置しても 8 波長確保するのが限界であり、WDM-PON におい

てカラーレス ONU を実現するには不十分であった。しかしながら、本システムの

ベースは TDM であり、波長は数倍程度の帯域拡張や、サービス拡張を狙いとして

用いられるため 4 ~ 8 波長程度の WDM 化が想定されており、可変波長範囲を限定

することで低コスト化した波長可変型光部品の実現が強く期待されている。 
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図1-5 PONシステムの構成．(a)TDM-PONシステム．(b)WDM/TDM-PONシステム(送受分離

型光トランシーバを利用)．(c)WDM/TDM-PON システム(送受一体型光トランシーバを利用)． 



11 

 

1-1-4 PON システムの標準化動向 

通信装置の研究開発は多額の予算を投じて行われるため、通信設備を有する通信会

社が主導して次期システムの標準化が行われるのが一般的である。光アクセスシステ

ムの標準化は、IEEE (The institute of electrical and electronics engineers)、および

ITU-T (International telecommunication union telecommunication 

standardization sector) の 2 つの組織により行われている。従来 ITU-T が、通信会

社が保有するネットワーク上で用いられる通信技術の標準化を牽引してきたが、昨今、

Ethernet による LAN 技術の進展により、その標準化を担ってきた IEEE が活躍

の場をアクセスネットワークにまで広げている。IEEE と ITU-T はこれまで独自の

規格を標準化してきたが、近年では一部共通仕様の策定に向けた動きがなされている。 

図 1-6 に、IEEE と ITU-T における PON システムの標準化動向、および

Ethernet の標準化動向を示す。Ethernet は、LAN において最も普及している信号

伝送プロトコルであり、IEEE 系の PON システムでは、Ethernet 信号をそのまま

伝送する方針で標準化が行われている。それに対し ITU-T 系の PON システムでは、

信号伝送プロトコルに依存しないという方針のもと標準化が行われている。PON シ

ステムの標準化は、1997 年に ITU-T で標準化された B (Broadband)-PON (155 ~ 

622 Mb/s) を皮切りに、Ethernet 規格の 6 ~ 7 年後を追うように標準化がなされて

きている。国内では、2001 年に世界に先駆けて B-PON が商用導入され、引き続い

て 2004 年に IEEE で標準化された GE (Gigabit Ethernet)-PON が同じ 2004 年

に商用導入されている。また近年、GE-PON システムは、国内のみならずアジア各

国への導入が進んでいる。一方、 2004 年に  ITU-T で標準化された G 

(Gigabit-capable)-PON は、とりわけ米国において、通信会社 Verison を中心に商

用導入が積極的に進められ多くの加入者を獲得している。また欧州においても、仏国

の通信会社である FT が導入を開始している。表 1-1 に、GE-PON、および G-PON 

の標準化規格を示す。GE-PON の伝送速度は、上り下り共 1.25 Gb/s の対称型のみ

であるのに対し、G-PON の伝送速度は、上り 1.25 Gb/s、下り 2.5 Gb/s の非対称型、

および上り下り共 2.5 Gb/s の対称型がある。また光トランシーバの性能限界により、

伝送距離は 32 分岐システムに対して 20 km 以下と考えられている。表に記載の 

G-PON の伝送距離 (60km) や収容 ONU 数 (64) は、物理的な伝送限界によるも

のでなく論理的な ONU の接続台数の要請によるものである。 

一方、今後のサービス帯域の増大要求に応えるため、GE-PON、G-PON の次の世

代を担う PON システムの標準化が行われている。表 1- 2 に、次世代 PON の標準

化規格を示す。IEEE では、上り下り共 10 Gb/s の対称型、および上り 1.25 Gb/s、

下り 10 Gb/s の非対称型の伝送速度を有する  10G-EPON システムの標準化が

2009 年に完了している。本規格は物理層を規定するに留まることから、2010 年か

ら異種装置ベンダ間の相互接続性を向上させるシステムレベルの標準化が、SIEPON 
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(Service interoperability of EPON) の枠組みで開始されている。また ITU-T では、

NG-PON1  (Next generation PON1)の標準化が 2010 年に完了し、引き続いて

NG-PON2 の標準化に向けた議論が進められている。NG-PON1 では、上り 2.5 Gb/s、

下り 10 Gb/s の非対称型の伝送速度を有する XG-PON システムの標準化が 2010

年に完了している。また NG-PON2 では、10 Gb/s 以上の伝送速度を提供し、かつ

サービス提供の対象をマスユーザに限定せず、ビジネスユーザや近年トラヒックが急

増している無線システムのバックホウルにまで拡張することを狙いとし、新たな光ア

クセスシステムの標準化に向けた議論を活発に行っている。候補として、さらなる高

速化を推し進めた TDM-PON、WDM-PON、WDM/TDM-PON、さらには無線シス

テムで実用化されている直交周波数多重 (OFDM : Orthogonal frequency division 

multiplexing) 技術や、符号分割多重 (CDM : Code division multiplexing) 技術を活

用した OFDM-PON、CDM-PON 等が挙ったが、高速化を達成する現実解として最

終的に WDM/TDM-PON が採択され、現在その仕様の詳細が検討されている。今現

在、波長数は 4 ~ 8 程度、波長当りの伝送速度として、XG-PON をベースとした上

り 2.5 Gb/s、下り 10 Gb/s の非対称型に加えて、上り下り共 10 Gb/s の対称型が議

論の俎上に載せられている。 

図 1-7 に、現行 PON システム、および次世代 PON システムの波長配置を示す。

次世代システムは、現行システムとの同一スプリッタ網上での共存を実現するため使

用波長を工夫している。まず 10G-EPON と GE-PON との共存について説明する。

下りは、WDM を用いて使用波長の重畳を防ぐ。一方、上りは、GE-PON の使用波

長が 1260 ~ 1360 nm と広く 10G-EPON の使用波長 (1260 ~ 1280 nm) と重なる

ため、WDM ではなくデュアルレートの TDM 受信技術を用い同一の B-Rx により

信号受信を行うことで共存化を実現する。次に、10G-EPON と G-PON との共存で

あるが、上り下り共に WDM を用いて使用波長の重畳を防ぐ。G-PON の上り波長

には使用波長を限定した仕様があるため、それを利用して波長の重畳を防ぐ。

XG-PON と G-PON との共存も WDM を用いて使用波長の重畳を防ぐことで実現

する。次に WDM/TDM-PON と現行 PON との共存を説明する。WDM/TDM-PON

の上りの使用波長はこれまでの PON と異なり 1.5 m 帯に割り当てられるのが有

力である。従って、現行 PON との使用波長の重畳は WDM により回避される。下

りも同様に WDM により使用波長の重畳が回避され、現行システムとの共存が実現

される。10G-EPON と XG-PON の伝送距離は、32 分岐システムに対して 20 km

と考えられている。それに対し WDM/TDM-PON は、上り下り共に光ファイバの低

損失な 1.5 m 帯を使用するため、上り伝送に 1.3 m 帯 (O 帯) を使用するこれま

での PON と比較して伝送距離や分岐数の拡大効果が期待できる。例えば、上り下

り共に 10 Gb/s の対称型システムでは、64 分岐システムに対して 20 km、32 分岐

システムに対して 40 km の信号伝送が実現できるものと期待されている。 
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表 1-1 現行 PON システムの主な仕様．  

システム名 GE-PON G-PON

標準化規格名 IEEE802.3ah ITU-T勧告 G.984シリーズ

標準化完了時期 2004年9月 2004年9月

伝送速
度

下り 1.25 Gb/s 1.25 / 2.5 Gb/s

上り 1.25 Gb/s 2.5 Gb/s

使用波
長

下り 1480 – 1500 nm 1480 – 1500 nm

上り 1260 – 1360 nm

1260 – 1360 nm

1290 – 1320 nm

1300 – 1320 nm

波長数
下り 1 1

上り 1 1

伝送距離 10 / 20 km
60 km
(ONUを接続できる論理的な距離)

光線路損失
5 – 20 dB (PX10)

10 – 24 dB (PX20)

5 – 20 dB (Class A)

10 – 25 dB (Class B)

13 – 25 dB (Class B+)

15 – 30 dB (Class C)

収容ONU数 16 / 32 台以上 64台以上

フレーム Ethernet ATM , GEM, GTC

 

図 1-6 PON システム，および Ethernet の標準化動向． 
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表 1-2 次世代 PON システムの主な仕様． 

システム名 10G-EPON XG-PON
NG-PON2 

(WDM/TDM-PON)

標準化
規格名

IEEE802.3av ITU-T勧告 G.987シリーズ
ITU-T勧告G.989シリーズ
(議論中)

標準化
完了時期

2009年10月 2010年6月 2014年以降を予定

伝送
速度

下り 10.31 Gb/s 10 Gb/s (参考)10 Gb/s

上り 1.25 / 10.31 Gb/s 2.5 Gb/s (参考)2.5 – 10 Gb/s

使用
波長

下り 1575 – 1580 nm 1575 – 1580 nm (参考)1596 – 1603 nm

上り 1260 – 1280 nm 1260 – 1280 nm (参考)1524 – 1544 nm

波長
数

下り 1 1 (参考)4 – 8 

上り 1 1 (参考)4 – 8 

伝送距離 10 / 20 km
60 km
(ONUを接続できる論理的な距離)

(参考)40 km

光線路
損失

5 – 20 dB (PR10)

10 – 24 dB (PR20)

15 – 29 dB (PR30)

29 dB (Nominal1)

31 dB (Nominal2)
(参考)29 dB以上

収容ONU数 32 台以上 64台以上 (参考)32 – 64以上

フレーム Ethernet XGTC, XGEM 未定

図 1-7 現行 PON システム，および次世代 PON システムの波長配置． 
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1-2 本研究の目的、および課題 

1-2-1 多分岐/長延化の要求、および本研究の目的 

前節に記載の通り、現行 PON システムでは、光ファイバの優れた低損失特性に

も係らず、スプリッタの分岐損失が非常に大きいため、32 分岐システムの最大伝送

距離は 20 km に制限される。そのため、サービス提供可能なエリアは距離による制

約を受け、収容局から 20 km を超えるエリアに居住する世帯は FTTH サービスの

恩恵を受けることができない。FTTH はサービス開始に際し、光ファイバ伝送線路

や、 OLT をはじめとする局内装置等、多大な新規設備投資を必要とするため、導入

当初は収益性の観点から需要の多い都市部への投資が優先された。それに対して、都

市部と人口密度が低く加入者が点在する農村部 (ルーラルエリア) との間のデジタル

デバイドを解消するため、国や自治体が保有する光伝送線路設備を通信会社が IRU 

(Indefeasible right of user) 契約により借り受けて運用することにより、FTTH 未提

供エリアの光化を促進する取り組みが積極的になされた。結果、現在では、FTTH の

世帯カバー率は 90 % 超を達成するに至っている。しなしながら、光化への取り組

みも踊り場に来ており、残り 10 % 弱の世帯に FTTH サービスを経済的に提供し、

加入電話と同様のユニバーサルサービス実現を目指すためには、PON システムの伝

送距離を 20 km 超に拡大 (長延化) することが必要である。 

一方、次世代 PON システムでは、現行システムよりもさらに高速の電気回路が

伝送装置に実装されることから、部品価格の上昇による装置コストの増加、および消

費電力の上昇による運用コストの増加が避けられず、結果的にその増加分をサービス

価格に転嫁する必要に迫られることが予想される。また消費電力については、昨今問

題となっている地球温暖化防止に向けた対策として、低消費電力化による CO2 削減

の必要性が強く求められているという社会的な背景もある。ONU については、情報

を送受信しない時間にその動作の一部を休止させるスリープ機能を搭載することに

より低消費電力化を図る手法が提案されている [20]。しかしながら、一加入者が独

占して使用する ONU と異なり OLT は複数の加入者で共有されるため、その動作

を部分的にでも休止させることは困難である。従って、次世代 PON システムの装置、

および運用コストを削減するため、需要の多い都市部では、次世代システムの高速性

を活用して、単一 OLT によりできるだけ多くの ONU を収容 (多分岐化) し、装置、

および運用コストを削減することが期待されている。 

以上を鑑み、本研究は、次世代 PON システムが導入される時期を想定し、長延

化、および多分岐化により、複数の ONU を単一 OLT により効率的に収容するこ

とのできるシステム構成、およびそれを実現する技術を提供することを目的とする。

PON システムを長延化、および多分岐化すると、それぞれ、光ファイバ伝送線路の

距離に比例する損失、およびスプリッタの原理的な分岐損失が増加し、信号伝送が困
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難になる。本研究では、PON システムに光増幅器を適用し、増加した損失を補償す

ることによりこの問題の解決を図る。図 1-8 に、光増幅器を用いて加入者収容効率

を向上する PON システムの構成例を示す。主として、光増幅器を局外スプリッタ

と OLT を接続する光ファイバ上に配置し、ルーラルエリアでは分岐数を維持した上

で長延化によりサービスエリアを拡大し、都市部では次世代 PON システムの大容

量特性を利用して、多分岐化により収容加入者数を拡大することを目指す。さらに次

項に記載の研究開発動向を踏まえ、さらに発展した PON システム構成についても

検討する。 
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図 1-8 光増幅器を用いた PON システムの加入者収容効率の向上． 

 

図 1-9 主に検討されている多分岐/長延化 PON システムの構成例．(a)長延化，および多

分岐化の同時実現を目指した構成(SuperPON)．(b)長延化の実現を目指した構成． 
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1-2-2 光増幅を適用した PON システムの研究開発動向、および課題 

図 1-9 に、国内外で検討が進められている光増幅器を用いた多分岐/長延化 PON

システムの典型的な構成例を示す。光増幅器を適用した PON システムは、TPON

が提唱された数年後の 1990 年代初頭に BT により引き続いて提案された。当時の

公開された資料はほとんど存在しないが [21]、BT の内部に発足したプロジェクトチ

ームにより、後に SuperPON と呼ばれる光増幅中継型の PON システムの検討が

行われた。図 1-9 (a) に、SuperPON のシステム構成例を示す [22]。システムの基

本構成は、OLT が局外スプリッタ (分岐数 N) を介して複数の ONU と接続される

TDM-PON である。加えて、光増幅器組み込み型の局外スプリッタ (分岐数 M x L)、

および光増幅中継器が追加される。光増幅器を組み込むことで局外スプリッタ (分岐

数 M x L) の分岐損失を補償し、光増幅中継器により、長延化された幹線光ファイバ

(Feeder fiber) の損失を補償する。本構成により、1000 分岐以上のシステムを 100 

km 圏にまで拡大することを目指すとしている。机上検討の結果、下り伝送速度 1.2 

Gb/s、上り伝送速度 300 Mb/s を 3000 分岐し、最大 100 km 伝送可能な PON シ

ステムが提案されている。これら伝送速度は、当時としてはチャレンジングな目標で

あり、ONU の低コスト化を実現する限界であった。この制約のもと求められた前記

の分岐数、および伝送距離は、FTTH サービスを提供する最も経済的な解であると

結論付けられている。BT の検討以降、SuperPON の概念は、仏国の通信機器メー

カ Alcatel  に引き継がれ、1999 年頃までその研究開発が継続された。この野心的

とも言える研究開発は、FTTH システムの商用導入という形で直接実を結ぶに至ら

なかったが、1990 年代半ばから BT、ドイツの通信会社である DT、NTT を中心

とした FTTH 導入に向けたコンソーシアムである FSAN (Full service access 

network)の組織化を促し、B-PON の標準化実現の契機となった。 

一方、B-PON や、それに引き続いて標準化された GE-PON、および G-PON は、

OLT、および ONU に搭載される光トランシーバの伝送性能限界に束縛されて仕様

が決定されていた。そのため、標準仕様に準拠した装置が一部の国で導入されはじめ

た 2005 年頃から、光増幅器を GE-PON、および G-PON に適用した長延化システ

ムに関する報告が数多くなされ始めた [23-28]。図 1-9 (b) に、検討されている典型

的なシステム構成例を示す。図示の通り、OLT と局外スプリッタ間に光増幅中継器

を配置し、長延化された幹線光ファイバの損失を補償する構成である。SuperPON は、

究極を目指すあまりシステム構成が複雑になり、多分岐/長延化については概念が先

行するばかりで机上検討の域を脱するに至らなかった。それに対し、標準システムが

存在する現在は、より簡易な構成により現実解を目指す方向に研究開発の流れがシフ

トしている。システムの伝送距離は、幹線光ファイバ 40 km と配線光ファイバ 

(Drop fiber) 20 km の計 60 km 程度を目標としているものが多い。また分岐数は、

稀に 100 以上を謳ったものもあるが [23]、32 ~ 64 を想定したものが大半である。
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これら伝送距離と分岐数の設定は、G-PON における論理的な ONU の接続台数の

要請に倣ったものである。 

以上を踏まえて、光増幅器を PON システムに適用する際の課題を考える。まず

課題を、(A) サービスを運用する通信事業者から見たアクセスシステムに対する「要

求課題」、および (B) アクセスシステムに導入する装置を開発する際の「技術課題」

に分けて考える。 

(A)「要求課題」 

① 装置/運用コストの削減 

前項に記載の通り、次世代 PON システムは高速のサービスを提供可能である反

面、装置、および運用コストが増加するため、トータルで考えたシステムコストの低

減が求められる。それを解決する手法として、加入者の多い都市部に多分岐の PON

システムを適用することが有力である。しかしながら、これまで行われてきた多分岐

化の研究開発は、図 1-9 (a)のように長延化と一体となったものに注力され、近距離

システムに対する多分岐化への取り組みは不十分である。 

② 光サービス未提供エリアの解消 

 前項に記載の通り、加入電話と同様のユニバーサルサービスを実現するには、PON

システムの伝送距離を 20 km 超に長延化する必要がある。標準仕様に基づいた商用

機に光増幅器を適用し 60 km 程度の伝送を行った例は報告されているが、そのほと

んどは、ONU と光増幅器間、および光増幅器と OLT 間について特定の光ファイバ

伝送線路損失値に特化した実験例であり、損失値の変化まで考慮した検討例は極めて

少ない。本件は、光増幅器の広入力ダイナミックレンジ化に関連し、技術的な詳細は 

(B) において後述する。 

③ 収容局からの距離が大きく異なる加入者の収容 

 これまで近距離に多数の世帯が集中する場合 (都市部) や、遠距離に少数の所帯が

点在する場合 (ルーラルエリア) を想定した ONU の収容方法ばかりが検討されて

きた。つまり、都市部郊外等のようにその中間に居住する世帯を想定した検討はなさ

れてこなかった。本研究では近～中距離を一つのエリアとして捉え、当該エリアに分

布する加入者を効率的に収容することを新たに課題として設定する。 

④ 設置場所、および電源供給 

 光増幅器を適用した PON システムを実際に運用するためには、まずその設置場

所を何処にするかを考えなければならない。長延化システムであれば遠隔地に建てら

れた小型の通信局舎に設置することも期待できるが、近距離の多分岐システムでは設

置する光増幅器の数が多いため、都合よく通信局舎が存在することは期待できない。

これを解決するため、耐環境性に優れ、電柱上等の屋外設置可能な光増幅中継器が開

発されている [29]。しかしながら、それが実現されたとしても、光増幅器は電源供

給を必要とするアクティブ装置であるため、その設置は電源供給が可能な場所に制限
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される。他に、局内に励起光源を配置し、高出力の励起光を光ファイバ伝送線路に入

射することによって引き起こされる誘導ラマン散乱を利用して信号増幅を行う手法

が提案されている [30]。しかしながら、光アクセスシステムは損失が大きいため励

起効率が悪く十分な利得を得ることができないばかりか、伝送線路中に光コネクタや

メカニカルスプライス等の反射点が多く、多重反射による信号性能劣化が著しいため

実用的であるとは考えにくい。 

⑤ 遠隔監視 

 通信システムに用いられる装置には何らかの故障監視機能を備える必要がある。特

に、光増幅中継器が通信局舎の外に設置される場合、その故障監視を如何に行うかが

システムを運用する上で非常に重要である。これを解決するため、光増幅中継器に故

障監視用の ONU を取り付け、当該 ONU の上り信号に光増幅器の監視情報を重畳

して OLT に伝達する手法が提案されている [28,29]。 

⑥ 低遅延サービス 

 前節に記載の通り、TDM-PON では、各  ONU  から送信された信号がスプリッ

タで合流される際の時間的な重なりを防ぐため、OLT  からの指示によりその送信時

間と送信容量が制御されている。そのため、上り信号は OLT からの指示が来るまで 

ONU 内のバッファで待機する必要があり、その待ち時間により遅延が生じる。この

遅延時間は、光信号が光ファイバを往復するのに要する伝搬時間に比例し、特に長延

化システムにおいてその絶対値が大きくなることから、サービス品質を維持するため

にこれを低減する手法が提案されている [31]。 

(B)「技術課題」 

① 広入力ダイナミックレンジ化 

前節に記載の通り、PON システムの上り信号は短時間に強度が変化するバースト

信号である。従って、上り信号を増幅する光増幅器に、近距離の ONU から送信さ

れた強度の大きい信号が入力されると、光増幅器の利得飽和効果によりバーストフレ

ームや信号波形が劣化すると同時に、増幅後の光強度が過剰となり受信器に過負荷が

生じる。すなわち、ONU と光増幅器間の光ファイバ伝送線路の損失値が小さいと、

ONU のプラグアンドプレイ機能が阻害され、システムの利便性が大幅に低下する。

これを回避するために、光増幅器への入力強度に依らず信号が受信できるように、光

増幅器の出力レベルを高速に制御する機構を付与し、光増幅器を広入力ダイナミック

レンジ化する必要がある。本機構により、ONU と光増幅器間の距離の遠近に依らず

システムの動作が保証され、ONU のプラグアンドプレイ機能が担保される。 

② 高出力化 

 長延化 PON システムの伝送距離を、例えば、G-PON に規定される 60 km 圏に

まで拡大するためには、光増幅器を高出力化する必要がある。特に PON システム

の上り信号はバースト信号であるため、先述の広ダイナミックレンジ化と高出力化を
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同時に実現する必要がある。 

③ WDM に対応した経済化 

 メトロ/コアネットワークで用いられる光中継伝送システムでは、送受信される信

号は連続信号であるため、利得等化器により光増幅器の利得の平坦性を保って WDM

信号を一括増幅することはさほど困難ではない。しかしながら、PON システムの上

り信号はバースト信号であり、広入力ダイナミックレンジ化を実現するためには、波

長ごとに出力レベルの制御を行わざるを得ず、一括増幅の実現は極めて困難である。

そのため、波長ごとに光増幅器を配置する必要があり、TDM-PON システムで使用

する光増幅中継器よりも波長当りの増幅機構の経済化が求められる。 

④ 自然放出光雑音の影響の低減 

 図 1-5 (c) で説明したように、局外スプリッタと局内スプリッタで分岐を按分する

多段スプリッタ構成を用いれば、単一の OLT により広範囲に点在する加入者を収容

できる。本システム構成において、両スプリッタを接続する光ファイバ伝送線路上に

光増幅器を配置すると、上り信号を増幅する光増幅器から出力された自然放出光

(ASE : Amplified spontaneous emission) 雑音が局内スプリッタで重畳されて、局外

スプリッタのみを用いてシステムを構成した場合と比較して上り信号性能が大幅に

劣化する。本研究では、(A)-①、(A)-③ の要求課題解決を目指し多段スプリッタを利

用したシステム構成を提案するため、本課題への取り組みが必要となる。 

⑤ 光ファイバ伝送線路の波長分散の影響による信号波形劣化 

 10G-EON システムの下り信号の使用波長、および WDM/TDM-PON システムの

上り下り信号の使用波長は 1.5 m 帯である。1.5 m 帯は光ファイバの最も低損失

な波長帯であるため、長距離伝送を行うのに適しているが、システム設計を行う際に

は光ファイバ (SMF) の波長分散の影響による信号波形劣化を考慮する必要がある。

10G-EPON の下り信号の生成には、経済性を考慮し、DFB-LD と一体化して集積さ

れた EA (Electro absorption) 変調器が用いられる。そのため、変調後の光スペクト

ルは狭く波長分散の影響は小さい。しかしながら、40 km を超える信号伝送を行う

場合その影響は無視できず、信号波形劣化を改善する手段が必要である。 
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1-3 本論文の概要 

 表 1-3 に、光増幅器を適用した 10G-EPON システムの要求課題、それに対する

本研究のアプローチ、およびそこで発生する技術課題をまとめる。また表 1-4 に、

光増幅器を適用した WDM/TDM-PON システムの要求課題、それに対する本研究の

アプローチ、およびそこで発生する技術課題をまとめる。両表には、取り組みごとに

対応する本論文の章番号を付与している。また表中、斜体で示されている項目は、本

論文において特に注力した課題である。 

 2 章では、光サービスが未提供のルーラルエリアに居住する世帯に、高速の光アク

セスサービスを新規に提供することを目指し、10G-EPON システムの長延化技術に

ついて検討する。従来の検討と同様、長延化による光ファイバ伝送線路の損失を補償

するために光増幅中継器を用いる。伝送距離を大幅に拡大するために、上り光増幅器

に高速のレベル制御機構を付与することにより、高出力化と広入力ダイナミックレン

ジ化の同時実現を目指した装置構成を提案する。増幅媒体としてプラセオジウム添加

光ファイバ増幅器 (PDFA : Praseodymium-doped fiber amplifier)、および半導体光

増幅器 (SOA : Semiconductor optical amplifier) を用いた提案構成による光増幅中

継器を製作し、出力、および入力ダイナミックレンジ特性を評価する。また、本光増

幅中継器を用いた際に実現可能な加入者収容範囲を実験により明らかにする。さらに

SOA を用いた光増幅中継器については、標準仕様に準拠した 10G-EPON 装置と接

続した 100 km 伝送フィールドトライアルにより、映像信号伝送デモンストレーシ

ョンを行う。 

 3 章では、電源供給の容易な収容局に光増幅中継器を設置し、ONU を効率的に収

容するシステム構成を提案する。光増幅器による許容伝送線路損失の拡大効果は、光

増幅器を伝送路の中ほどに設置することで増す。このため提案システムでは、局外と

局内に配置したスプリッタで分岐を按分する多段スプリッタ型の PON システム構

成を想定し、OLT 直下ではなく、局内スプリッタ直下に光増幅器を設置する。具体

的な提案システムは、 

- 単一 OLT により局内スプリッタの一分岐に光増幅器を設置して遠距離 ONU を

収容するが、他の分岐には光増幅器を設置せず近距離 ONU を収容する遠近混在シ

ステム 

- 局内スプリッタの全分岐に光増幅器を設置することで多分岐スプリッタの損失を

補償し、単一 OLT により多数の近距離 ONU を収容する多分岐システム 

である。前章で製作した SOA を用いた光増幅中継器が有する高速の出力レベル制御

機構によりもたらされる広入力ダイナミックレンジ特性、および ASE 雑音抑圧特性

が、提案システム実現に有用であることを実証する。また、提案システム構成による

加入者収容範囲を実験により明らかにする。 

 4 章では、長延化 WDM/TDM-PON システムの検討を行う。WDM/TDM-PON で
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は複数波長を増幅するため、波長ごとに光増幅器を配置する必要がある。従って、

10G-EPON 以上に装置の経済化が求められることから、増幅媒体として光ファイバ

増幅器よりも経済化を見込むことができる SOA を用いる。SOA の利得の高速応答

特性を利用して出力レベル制御を行うことにより、2 章、および 3 章の SOA を用い

た光増幅中継器よりも部品点数を削減し、かつ高出力化と広入力ダイナミックレンジ

化を実現することのできる装置構成を提案する。提案構成による光増幅中継器を製作

し、出力、および入力ダイナミックレンジ特性を評価する。また、本光増幅中継器を

用いた際に実現可能な加入者収容範囲を実験により明らかにする。さらに、本光増幅

中継器の一部分は、前置光増幅器として OLT に組み込んで使用することもできる。

本使用方法により、光増幅器の設置場所や電源供給を問題とすることなくシステムの

分岐数を拡大し得ることから、それにより実現可能な加入者収容範囲についても実験

により明らかにする。 

 以上の提案システム構成、および提案技術を、収容局から加入者までの距離に応じ

て適用することにより、効率的かつ距離に依存しないシームレスな加入者収容が可能

であることを明らかにする。 
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表1-3 光増幅器を適用した10G-EPONシステムの要求課題に対する本研究のアプローチ、

および発生する技術課題．(枠内が本研究の取り組み) 

 

表 1-4 光増幅器を適用したWDM/TDM-PONシステムの要求課題に対する本研究のアプロ

ーチ、および発生する技術課題．(枠内が本研究の取り組み) 

 

  

距
離

加
入
者
数

要求課題 アプローチ 技術課題
章

番
号

近 大

・装置/運用コスト低減
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視

多分岐
システム
構成の提案

・ASE雑音の影響の低減
・広入力ダイナミックレンジ化
・加入者収容範囲の明確化

3

中 中

・距離の異なる加入者の収容
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視

遠近混在
システム
構成の提案

・ASE雑音の影響の低減
・広入力ダイナミックレンジ化
・加入者収容範囲の明確化

3

遠 少

・サービス未提供エリアの解消
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視
・低遅延サービス

光増幅中継
システムの
高性能化

・分散による波形劣化の改善
・高出力化
・広入力ダイナミックレンジ化
・加入者収容範囲の明確化

2

距
離

加
入
者
数

要求課題 アプローチ 技術課題
章

番
号

近 大

・装置/運用コスト低減
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視

光前置増幅
方式の適用

・広入力ダイナミックレンジ化
・加入者収容範囲の明確化

4

中 中

・距離の異なる加入者の収容
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視

遠 少

・サービス未提供エリアの解消
・設置場所
・電源供給
・遠隔監視
・低遅延サービス

光増幅中継
システムの
高性能化

・分散による波形劣化の改善
・高出力化
・広入力ダイナミックレンジ化
・WDMに対応した経済化
・加入者収容範囲の明確化

4
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第 2 章 光増幅中継器を用いた TDM-PON の長延化 

2-1 はじめに 

現在、戸建ての世帯に FTTH (Fiber to the home) による光ブロードバンドサービ

スを提供するために、時分割多重  (TDM : Time division multiplexing) 技術を用い

た TDM-PON (Passive optical network) システムが広く用いられている [1-2]。

TDM-PON は、収容局 (CO : Central office) に配置される伝送装置 (OLT : Optical 

line terminal) と、加入者宅に配置される伝送装置 (ONU : Optical network unit)

が、局外に配置されるスプリッタを介して接続されるポイント・ツー・マルチポイン

ト (P2MP : Point-to-multipoint) 型のトポロジーを有し、OLT、および OLT とス

プリッタを接続する幹線光ファイバが複数の加入者により共有されることにより、

Gb/s 級の光アクセスサービスを経済的に提供することができる。代表的なシステム

が、IEEE (The institute of electrical and electronics engineering) で標準化された

GE (Gigabit Ethernet)-PON、および ITU-T (International telecommunication 

union telecommunication standardization sector) で標準化された G (Gigabit 

capable)-PON である。これらシステムは信頼性が高く、多くの国で採用され順調に

加入者数を伸ばしている。しかしながら、サービス提供エリアは、OLT、および ONU

に搭載される光トランシーバのパワーバジェットの制限を受け、32 分岐システムの

加入者収容範囲は、収容局から 20 km 以下とされている。従って、加入者数が増加

するに伴い、収容局から 20 km を超える都市部郊外やルーラルエリアにまでサービ

スエリアを拡張する要求が高まるものと予想されている。この潜在的な要求に応える

ため、光増幅器を TDM-PON に適用することにより、長延化に伴う幹線光ファイバ

の損失の増加分を補償し、システムの伝送距離を飛躍的に拡大する技術の検討が進め

られている。光増幅媒体として、光ファイバ増幅器 (OFA : Optical fiber amplifier) 

[3-5]、半導体光増幅器 (SOA : Semiconductor optical amplifier) [6-8]、ラマン光増

幅器 [9,10] を用い、これらを中継器として適用した際に達成されるシステム動作範

囲を検証した結果が多数報告されている。 

一方、GE-PON、および G-PON が商用導入されて以降、次世代の光アクセスシ

ステムとして、10 Gb/s 級の光サービスを提供可能な 10G-EPON、および XG-PON

が、それぞれ、IEEE、および ITU-T で標準化され、それに準拠した伝送装置 (OLT、

ONU) が開発されている [11-13]。またこの流れを受けて、10Gb/s 級の TDM-PON 

システムに光増幅器を適用する検討が始められている [14-23]。 

本章では、次世代光アクセスシステムが導入される時期を想定し、光増幅器を用い

て 10Gb/s 級  TDM-PON システムの長延化を実現する技術について述べる。

TDM-PON システムの最も顕著な特徴は、下り信号が連続信号であるのに対し、上

り信号が各 ONU から間欠的に送信されるバースト信号であることである。このバ
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ースト信号は、時間軸方向に間欠的であるだけでなく、ONU からスプリッタまでの

距離の相違や、光送信器出力の個体差により、バースト信号フレームごとに強度が大

きく変化する特性を有する。従って、上り信号伝送に適用する光増幅器には、伝送距

離の拡大を実現するために高出力化が求められるのはもとより、バースト信号に対応

した広い入力ダイナミックレンジが求められる。 

最初に、TDM-PON の上り信号伝送に光増幅器を適用した際のシステム設計法に

ついて説明する。次に、高出力化と広入力ダイナミックレンジ化の同時実現を目指し

た上り光増幅器の構成を提案する。光増幅媒体としてプラセオジウム添加光ファイバ

増幅器 (PDFA : Praseodymium-doped fiber amplifier) を用いた提案構成による光

増幅器を製作し、その性能を評価する。また、長延化 10 Gb/s 級 TDM-PON シス

テムの加入者収容範囲を実験により明らかにする。最後に、同様の構成による SOA

を用いた光増幅中継器を製作し、10G-EPON 装置を用いた 100 km のフィールド実

験により、映像伝送デモンストレーションを行う。これまでフィールド実験として、

光増幅器を用いた G-PON システムによる 60 km 伝送実験や、XG-PON システム

を用いた映像等のアプリケーション動作に関する報告がなされていたが [8,11]、10 

Gb/s 級 TDM-PON システムの長延化に関する報告なされおらず、本章に記載のフ

ィールド実験が世界初となる。 
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2-2 光増幅中継システム構成、およびシステム設計法 

図 2-1 (a) に、収容局から 20 km 以下のエリアに位置する加入者を収容する通常

PON システム構成を示す。図示の通り、OLT と複数の ONU が局外に配置されるス

プリッタを介して接続される簡易な P2MP 構成である。ONU とスプリッタまでの伝

送距離の相違や、ONU に搭載されるバースト光送信器 (B-Tx) 出力の個体差により、

OLT に搭載されるバースト光受信器 (B-Rx) には、強度の異なるバースト信号フレー

ムが入力されるため、広い入力ダイナミックレンジが求められる。表  2-1 に、

IEEE802.3av で規定されている高パワーバジェット版 10G-EPON (PR30) の光送受

信器に関する仕様の一部を示す。表に示される通り、OLT 内の B-Rx は、-6 dBm か

ら-28 dBm の広い入力レンジ対してエラーフリー動作を達成することが求められてい

る。 

一方、図 2-1 (b) は、収容局から 20 km を超えるエリアに位置する加入者を収容す

る長延化 TDM-PON システムの構成を示す。通常 PON システムに対して伝送距離

を飛躍的に拡大するため、光増幅中継器が OLT とスプリッタ間に配置される。1 中継

により世帯カバー率は格段に向上するものと思われるが、それでも信号伝送ができない

場合は、図 2-1 (c) のように複数中継により伝送距離をさらに拡大する。光増幅中継器

は、上り信号と下り信号の波長を合分波し個別に増幅する構成の双方向光増幅器である。

一般に、ONU と光増幅中継器間をアクセス区間、光増幅中継器と OLT 間をトランク

区間と呼ぶ。アクセス区間は、通常 PON システムの伝送区間に相当し、長延化 PON

システムの伝送距離は、通常PONシステムに対してトランク区間の分だけ延長される。

上り信号伝送に利得の大きい光増幅器を用いると、長延化 PON システムの最大伝送

距離、すなわち OLT と最遠 ONU との間の伝送距離を飛躍的に拡大することができ

る。しかしながら、上り信号伝送では、最短 ONU と光増幅器間の伝送距離が二つの

要因によって制限される。 

第一の要因は、光増幅器の過渡応答である。図 2-2 に、繰り返し光パルスを光増幅

器に入力した際に観測される出力波形の一例を示す。光パルスの入力光強度は、光増幅

器の利得が飽和する領域に設定されている。図 2-2 (a)、および (b) は、それぞれ、PDFA 

を用いた場合、および SOA を用いた場合の測定結果である。PDFA、および SOA に

対して、それぞれ、1 ms、および 500 ps 周期の光パルスを入力している。図示の通り、

光増幅器の利得が飽和する領域に光パルスを入力すると、光パルスの立ち上がりと立下

りに波形ひずみが生じる。立ち上がりに着目すれば、一旦高利得で急激に増幅された後、

徐々に利得を下げ、やがて一定利得に落ち着く様子が分かる。この波形ひずみの時定数

が PDFA と SOA で異なるのは、両光増幅媒体で利得の緩和時間が異なるためである。

PDFA の利得の緩和時間は非常に長く、Gb/s オーダの光信号入力に対しては平均の光

強度を感じるだけで、一定利得で増幅する。しかしながら、TDM-PON システムの上

り信号のような長周期のバーストフレームが入力されると、フレームの時間幅が利得の
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緩和時間と同程度になるため、出力フレーム波形にひずみが生じる。一方、SOA の利

得の緩和時間は非常に短く、Gb/s オーダの光信号の時間幅と同程度であるため、信号

1 ビット毎に出力波形にひずみが生じる。一般に、 OFA で増幅した際に生じる出力フ

レームの急峻な立ち上がりを光サージ、SOA で増幅した際に生じるアイパターンの劣

化をパターン効果と呼ぶ。これら波形ひずみは、受信感度特性を劣化させるため、光増

幅器への入力光強度の上限値を制限する。 

第二の要因は、B-Rx の過負荷である。光増幅器に強信号が入力されるとその出力は

過剰に増幅される。従って、増幅後に伝送される幹線光ファイバの損失が十分でないと、

B-Rx に受信感度の上限値を超える光信号が入力され信号が受信できなくなる。この 

B-Rx の過負荷も、過渡応答と同様に光増幅器への入力光強度の上限値を制限する。図 

2-3 に、上り信号伝送における光レベルダイヤグラムを示すと同時に、これら光増幅器

への入力光強度の制限要因を示す。 

以上の二つの制限要因がシステムに与える影響を評価するために、アクセス区間の損

失 (Link loss A) を横軸、トランク区間の損失 (Link loss B) を縦軸に示した両対数の

等高線グラフ上に、システムの動作範囲を表現する手法が用いられる。図 2-4 (a) に、

上り光増幅器として OFA を用いた場合の一般的なシステム動作範囲の概略図を示す。

ここでは例として OFA を取り上げるが、SOA を用いた場合も同様の図となる。図中、

三つの限界線、すなわち、①伝送線路損失 (Loss)、② B-Rx の過負荷 (Overload)、お

よび③光サージ (Surge) で囲まれた領域がシステムの動作範囲を表す。Overload 限界、

および Surge 限界に加えて、Loss 限界も考慮する必要がある。図 2-3 に示される通

り、Loss 限界はシステムの最大伝送距離を規定する。これら三つの限界線は、以下の

ように算出される。 

① Loss 限界 

理想的には、 

(min)inoutBA RxTxLGL         (1) 

により算出され、図において右肩下がりの直線で表される。ここで、Txout、Rxin(min)、

G、LA、および LB は、それぞれ、B-Tx の送信光強度、B-Rx の最小受信感度、光増

幅器の利得、アクセス区間の損失、およびトランク区間の損失である。ただし、光増幅

器は自然放出光  (ASE : Amplified spontaneous emission) 雑音を放出し、受信信号の

性能を劣化させるため、その影響を考慮する必要がある。ASE 雑音の影響を考慮した

受信信号の性能を表す Q 値は、 

sm

smB NNqGL
Q

 




)(
       (2) 

により算出される。ここで、q は電荷素量、Nm、および N sは、それぞれ、光増幅器

に入力される光信号のマークレベル、およびスペースレベルにおけるフォトン数であり、
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光信号の消光比 r 、プランク定数 h、光信号の周波数 を用いて、 

 
hvr

TxrL
N outA

m
)1(

2


        (3) 

hvr
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N outA

s
)1(

2


        (4) 

で表される。また、マークレベル、およびスペースレベルにおける雑音量を表す m、

および s は、 

cirnspBspmBspBmBm ifnLGnNLGGfnLGNGLq 
222222 )1(2)1(2)1(2(2 

          

cirnspBspsBspBsBs ifnLGnNLGGfnLGNGLq 
222222 )1(2)1(2)1(2(2 

          

で表される。ここで nsp、 f、および <in
2>cir は、それぞれ、光増幅器の反転分布パラ

メータ、使用する ASE カット光フィルタの透過帯域幅、および受信器の回路雑音であ

る。また、右辺の平方根内の第一項から第四項は、それぞれ、信号光のショット雑音、

ASE のショット雑音、信号光と ASE 間のビート雑音、ASE 間のビート雑音を表す。

ASE 雑音を考慮した Loss 限界は、式 (2) に、式 (3) から (6) を代入し、目標とする

受信ビットエラーレートに対応する Q 値を満たす LA、および LB の関係式を導出す

ることにより示される。実際には、LA、および LB の値をパラメータとして二次元的に

変化させて Q 値を等高線プロットし、目標とする Q 値を繋ぐ曲線を求めるのが簡便

である。ASE 雑音の影響は、光増幅器への入力光強度が下がるに従い相対的に大きく

なる。従って、図の右下に向かって、式 (1) により導出される直線との乖離が大きく

なる。 

② Overload 限界 

理想的には、 

(max)inoutBA RxTxLGL        (7) 

により算出され、図において Loss 限界と並行した右肩下がりの直線で表される。こ

こで、Rxin(max) は、受信器の最大受信感度である。実際には、光増幅器の ASE 雑音

が重畳されるため、 

(max)inBspoutBA RxfLGnTxLGL       (8) 

により、左辺第二項で表される ASE の光強度を考慮する必要がある。ASE の光強

度は、光増幅器への入力光強度が下がるに従い相対的に大きくなる。従って、図の右

下に向かって、式 (7) により導出される直線との乖離が大きくなる。 
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③ Surge 限界 

光サージの影響を回避できる光増幅器の入力光強度を Psurge とすると、 

surgeoutA PTxL         (9) 

で表される。 

図 2-4 (a) によると、十分に広いシステム動作範囲が得られているようにも見受け

られる。しかしながら、OFA の入力ダイナミックレンジ、すなわち、許容される最

遠 ONU と最短 ONU 間の LA の差は、Overload 限界と Surge 限界により著しく

制限される。またその値は、LB の値によって大きく変化する。このことは、通常 PON

システムの上りバースト信号を、光増幅器を介してトランク区間に円滑に接続できず、

ONU のプラグアンドプレイ機能が阻害されることを意味する。従って、システムを

正常に動作させるためには、ONU を接続する度ごとに光ファイバ伝送線路の損失値

を測定し、その結果に基づいた減衰量を有する光減衰器を ONU の出力に取り付け

る等の作業が必要となり、システム運用が複雑になる。上り光増幅器が、LB の値に

依らず、B-Rx の入力ダイナミックレンジと同等の広い入力ダイナミックレンジを有

すればこの問題を回避することができる。図 2-4 (b)に、理想的な長延化 PON シス

テムの動作範囲を示す。光増幅器の利得を適切に制御することにより、図示される長

方形に近い形状のシステム動作範囲の実現を目指す。これまで、励起光とは別に用意

した連続光を光増幅器に入力して利得をクランプすることにより、OFA の光サージ

や SOA のパターン効果の発生を抑える手法や [3,18]、フィードフォワード型の自動

利得制御 (AGC : Automatic gain control) 回路を用いて、OFA の利得を入力光信号

レベルに係らず一定値に制御し、光サージの発生を抑える手法が提案されている [4]。

しかしながら、前者は光増幅器の過渡応答の影響を緩和することはできるが、それと

引き換えに利得が低下するため十分な伝送距離の拡大効果を得ることができない。ま

た後者は、利得を低下させることなく光サージの発生を抑えることができるが、B-Rx 

の過負荷を防ぐ効果は得られない。一方、SOA の利得の飽和効果を逆に利用して出

力光強度を制限することにより、受信器の過負荷を緩和する手法が提案されている 

[14]。しかしながら、SOA の利得飽和効果が得られる入力レンジが十分でないため、

図 2-4 (b) のような長方形に近い形状のシステム動作範囲は達成されていない。 
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図 2-1 PON システムの構成．(a)通常 PON システム．(b)光増幅器を用いた長延化 PON シス

テム(1 中継)．(c)光増幅器を用いた長延化 PON システム(多中継)． 

 

表 2-1 10G-EPON で規定される光送受信器仕様． 
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図 2-2 光増幅器の過渡応答特性．(a)PDFA の場合．(b) SOA の場合． 

 

図 2-3 光増幅器を用いた長延化 TDM-PON システムにおける上り信号伝送レベルダイヤグ

ラム，およびシステム動作範囲の制限要因． 
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図 2-4 光増幅器(OFA)を用いた長延化 TDM-PONのシステム動作範囲．(a)光増幅器の利得

制御なし．(b)光増幅器の利得制御あり． 
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2-3 バースト信号対応光増幅器 

2-3-1 高速自動レベル制御機構を備えた光増幅器 

図 2-5 に、上りバースト信号に対応した光増幅器の構成を示す。光増幅媒体として

PDFA を用いる。信号波長は、PDFA の増幅帯域に合わせて 1310 nm 帯を使用する。

本使用波長は、10G-EPON システムの標準波長である 1270 nm 帯と一致しないが、

1270 nm 帯に比べて光ファイバ伝送線路の損失が少ないこと、また既存の GE-PON シ

ステムの標準波長と同一であることから、共通の光増幅中継器により両システムを共存

させることが成し得るという利点がある [19]。(a) は従来手法の組み合わせによる構成

であり [5]、(b) は提案構成である [17,20]。 

(a)は、利得クランプ (GC : Gain clamp) 型の PDFA (GC-PDFA) と、高速自動利得

制御型の PDFA (AGC-PDFA) をカスケード接続した構成を有する光増幅器 (以下、

Hybrid-PDFA) である。PDFA をカスケード接続することにより高利得化、および高

出力化を実現する。図示の通り、GC-PDFA では、光増幅媒体である PDFA を、0.98 

m の励起光で励起すると同時に、1330 nm の利得クランプ光を入力する。クランプ光

の強度を信号光の強度よりも十分大きい値に設定し、クランプ光の強度に対して信号光

の強度の変化が十分小さくなるようにする。これにより、信号光強度の変化に対する利

得の変化を抑え、光サージの発生を防ぐ。ただし、利得クランプ光を入力することによ

り利得が低下するというデメリットがある。一方、AGC-PDFA は、フィードフォワー

ド (FF : Feed forward) 制御により、入力光信号強度に応じて励起光の強度を調整する。

この FF 制御により、入力光信号の強度に依らず利得を一定値に制御し、光サージの発

生を抑える。信号増幅に関して励起光以外の光源を必要としないことから、得られる利

得は GC-PDFA よりも大きい。いずれの PDFA も光サージの発生を抑える効果を有

することから、GC-PDFA と AGC-PDFA をカスケード接続することにより、利得の

制御を行わない PDFA をカスケード接続した光増幅器と比較して、より広い入力ダイ

ナミックレンジを達成することができる。ここでは、本構成と提案構成の入力ダイナミ

ックレンジを比較する。 

一方、(b) は、Surge 限界と Overload 限界を大幅に緩和するため、高速自動レベル

制御 (ALC : Automatic level control) 機構を配置した提案構成による光増幅器 (以下、

ALC-PDFA) である。(a) と同様、高利得化、および高出力化を実現するため、PDFA

をカスケード接続する。前段、および後段の PDFA は、それぞれ、AGC-PDFA、およ

び前方励起による PDFA である。前段の AGC-PDFA は、(a) で使用したものと同じ

である。また、高速の ALC 回路を、カスケード接続した PDFA の間に配置する。本

ALC は、スプリッタ、モニタ PD (Photo detector)、FF 制御回路、および高速の可変

光減衰器 (VOA : Variable optical attenuator) から構成される。本 ALC 回路は、入

力光信号レベルに応じて FF 制御により VOA の減衰量を調整し、入力光信号レベル
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に依らず一定レベルの光信号を出力する。その出力値を、後段の PDFA の利得の未飽

和領域に設定することにより、後段の PDFA における光サージの発生を回避すると同

時に、高出力化を達成することができる。また、 ALC-PDFA の入力ダイナミックレン

ジは、前段の AGC-PDFA の入力ダイナミックレンジと同等の範囲を保つことができ

る。さらに、出力が一定値に制御されていることから、OLT に搭載される B-Rx に入

力される光信号強度が、 ONU と ALC-PDFA の距離に依らず一定となるため、B-Rx 

の過負荷を防ぐことができる。 

入力バースト信号の光強度の検出は、スプリッタにより信号光の一部をタップして得

られたモニタ光をモニタ PD により電気信号に変換し、その振幅を読み取ることによ

り行う。図 2-6 に、本 ALC 回路の動作原理を示す。FF 制御回路内には、ADC 

(Analogue-to-digital converter)、DAC (Digital-to-analogue converter)、およびデジタ

ル演算器が搭載される。入力バースト信号フレームは、プリアンブルとペイロードによ

り構成され、加入者が送信する情報はペイロードに格納される。一方、プリアンブルに

は、マーク率が 1/2 であり、かつ同符号が連続しない一定パターンの信号が格納され、

OLT 内の B-Rx においてバースト信号を適切に受信するために用いられる。具体的に

は、受信バースト信号の振幅を制限して一定値に制御する時間、およびバースト信号ご

とにクロックを抽出するのに要する時間を確保するために用いられる。ADC は入力信

号フレームの振幅をプリアンブル長よりも十分に短い周期でサンプリングする。デジタ

ル演算器には予め設定した閾値情報が格納され、サンプリングされた振幅データが閾値

を超えた時間 (Tr) においてバースト信号の立ち上がりを検出する。図示しないが、バ

ースト信号の立下りも同様に検出する。光信号強度は、プリアンブルにおいてサンプリ

ングされた複数のデータ点の平均値を計算することにより求められる。ここで複数点を

用いるのは、弱信号の光強度を検出する際の SNR (Signal-to-noise ratio) を向上させ

るためである。また、バースト信号フレームの立ち上がりが急峻でない場合、Tr 直後

のサンプリングデータ点は、入力光信号強度の正確な値を示さないため、前記の平均化

計算は、Tr 検出後の数データ点をスキップした後行う。入力光信号強度を算出した後

は、検出したバースト信号フレームの立ち上がりと立ち下がりの区間のデータ点を 

DAC によりアナログ信号に変換する。その際、アナログ信号の振幅値は、算出された

入力光信号強度に応じて VOA 出力の光信号強度が一定値となるように設定される。

ペイロードには、同符号が連続する信号が含まれることもあるため、これを用いて入力

光信号強度を検出すると正確な入力光強度の検出ができない。ALC 回路の前段で用い

る AGC-PDFA も FF 制御により高速の利得制御を行うが、PDFA の利得の応答速度

は非常に遅いため、同符号連続区間において励起光の光強度が変化しても、得られる利

得値は一定に保たれる。そのため、AGC-PDFA では、ペイロードを含めたすべてのフ

レーム区間のサンプリングデータを用いて入力光強度を検出し、全フレーム区間に対し

て連続した利得の制御を行うことができる。これに対して、VOA の応答速度は速く、
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ペイロードのサンプリングデータを用いて計算された入力光強度の検出値を用いて同

様の連続制御を行うと、同一フレーム区間内において出力光レベルが変動することにな

る。そのため、本 ALC 回路では、入力光信号強度の検出を同符号が連続しないプリア

ンブルにおいて行い、出力光レベルの変動を防ぐこととした。実際に使用した ADC、

および DAC のサンプリング周期、および振幅方向の分解能は、それぞれ、10 ns、お

よび 16 ビットである。また、FF 制御回路の応答速度は約 50 ns である。 

 図 2-7 に、図 2-5 の構成に基づいて製作したバースト信号対応光増幅器の利得、

および出力光強度の測定結果を示す。図示しないが、3 nm の平坦な通過帯域特性を

有する光バンドパスフィルタ (BPF : Band pass filter) が、Hybrid-PDFA では、

GC-PDFA と AGC-PDFA の間、ALC-PDFA では、AGC-PDFA と ALC 回路の間

に配置される。また測定に際しては、1307 nm の連続光を使用した。(a) に示され

る通り、Hybrid-PDFA の利得は、入力光強度が -15 dBm を超えた辺りから飽和し

始めるが、利得の未飽和領域における小信号利得は 23 dB と高値を達成している。

なお、この利得値は、ALC-PDFA との公平な比較を行うため、 GC-PDFA のクラン

プ光の強度を調整することにより、以下に示す ALC-PDFA の利得値と一致させた。

一方、ALC-PDFA では、 (b-1) に示される通り、-28 dBm を超える入力光強度に対

して、ALC 回路の出力が -18.5 dBm の一定値に保たれていることが分かる。(b-2) に

示される通り、この値は、後段 PDFA の利得の未飽和領域における入力光強度に相

当する。従って、AGC-PDFA が許容する広い入力レンジに対して、後段の PDFA に

おいても常に光サージの発生を抑えることが期待できる。また、出力光強度として

-5.0 dBm が達成されることが予測される。 (c) は、ALC-PDFA の出力における光

強度の測定結果であり、この予測が正しいことが示されている。また図によると、-28 

dBm を超える入力光強度に対して、23 dB の利得値が達成されていることが分かる。 
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図 2-5 バースト信号対応光増幅器の構成．(a)従来構成(Hybrid-PDFA)．(b)提案構成 

(ALC-PDFA)． 

 

図 2-6 高速 ALC 回路の動作原理． 
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図 2-7 バースト信号対応光増幅器の入力光強度変化に対する利得，および出力光強度の

測定結果．(a)Hybrid-PDFA 出力．(b-1)ALC-PDFA の ALC 回路出力．(b-2)ALC-PDFA の後

段 PDFA 単体の出力．(b-3)ALC-PDFA 出力． 
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2-3-2 システム動作範囲 

 提案する ALC-PDFA による入力ダイナミックレンジ拡大効果を確認するため、

10 Gb/s 級のバースト信号を用いてビットエラーレート (BER : Bit error rate) 測定

を行った。図 2-8 に、実験系を示す。本実験系は、1 台の B-Rx、二台の B-Tx、お

よびバースト信号対応光増幅器から構成される。B-Tx のうち測定に使用されるのは

一台であり、もう一台はダミー信号の生成に使用される。また、バースト信号対応光

増幅器は、前節で説明した Hybrid-PDFA、および ALC-PDFA である。B-Rx は、

トランスインピーダンス増幅器付きのアバランシェフォトダイオード (APD-TIA : 

Avalanche photo diode with trans-impedance amplifier)、および振幅制限増幅器

(LA : Limiting amplifier) から構成される。B-Tx は、高速のバースト信号対応 LD 

(Laser diode) ドライバ付きの分布帰還型 (DFB : Distributed-feedback laser 

diode)-LD であり、パルスパターン発生器 (PPG : Pulse pattern generator) により

生成された 10.3125 Gb/s のバースト信号を用いて駆動電流を変化させることにより

直接変調される。ここで、バースト信号フレームは、バースト信号同期パターン (0x 

BF 40 18 E5 C5 49 BB 59) が格納された 794.4 ns のプリアンブル、231-1 段の疑似

ランダム  (PRBS : Pseudo random bit sequence) パターンが格納された 19.9 s 

のプリアンブルから構成される。本バーストフレームパターンは、IEEE802.3av で

規定される 10G-EPON フレームパターンに倣ったものである。2 台の B-Tx から

送信されるバースト信号フレームのタイミングは、PPG と BER テスタに同期した

タイミングパルス発生器から出力されるイネーブル信号 (Enable signal) によって

制御される。バースト信号フレーム間のガードタイムは 198.6 ns に設定する。図 

2-9 に、本バースト信号フレームを用いて行った B-Rx の受信特性の測定結果を示

す。弱信号測定では、ダミー信号の光信号強度を -6.0 dBm に設定し、強信号測定で

は、ダミー信号の光信号強度を -28.0 dBm に設定した。弱信号の測定データによる

と、エラーフリー動作を達成する最小受信感度は -29.5 dBm である。ここで、エラ

ーフリーの BER = 10-12 を規定し、誤り符号訂正 (FEC : Forward error correction) 

技術の適用を前提として、BER = 10-3 によりエラーフリー動作を達成するものとす

る。一方、強信号の測定データによると、-6.0 dBm の入力光信号強度に対して BER 

= 10-12を達成している。FEC の適用を前提としているため、-6.0 dBm を超える入

力光信号強度に対してエラーフリー動作を達成しているが、入力光強度の増加に対す

る BER の変化が大きいことを考慮し、最大受信感度を -6.0 dBm と考える。最小、

および最大受信感度は表 2-1 に記載の規定値を満たし、入力ダイナミックレンジ 

23.5 dB を達成している。B-Tx1 (測定信号生成用)、および B-Tx2 (ダミー信号生成

用) の出力光強度 / 消光比は、それぞれ、2.5 dBm / 6.0 dB、および 2.6 dBm / 6.1 dB

である。開発途中の B-Tx であるため、出力光強度は、表 2-1 の規定値を満たして

いないが、消光比は、表 2-1 の規定値を満たしている。Link loss A の値は、B-Tx、
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およびスプリッタの間に配置される VOA1、および VOA2 により調整される。一方、

Link loss B の値は、バースト信号対応光増幅器と B-Rx の間に配置される VOA3 

により調整される。BER 測定は、VOA の減衰量を調整し、Link loss A、および Link 

loss B の値を変化させて行う。 

 最初に、Hybrid-PDFA のシステム動作範囲を調べる。図 2-7 (a) に示される通り、

Hybrid-PDFA は、広い利得の未飽和領域を有するが、-15 dBm を超える光信号入

力に対して光サージが発生するものと予想される。バースト信号フレームの立ち上が

りに生じる光サージのピークレベルは、強信号と弱信号のレベル差が広がるに従い増

加する。図 2-10 は、Hybrid-PDFA を用いた長延化システムのトランク区間に許容

される伝送線路損失を測定した結果を示す。ここで、光増幅器への入力光強度を Pin

と定義している。この測定結果は、弱信号の Pin を -29.0 dBm に固定した状態で、

強信号の Pin を変化させて BER 測定を行うことにより得られたものである。これ

により、トランク区間に許容される伝送線路損失と入力バースト信号のレベル差の関

係が示される。図示の通り、強信号の Pin が -15  dBm を下回る場合、トランク区

間の許容伝送線路損失 22 dB が得られている。それに対し、強信号の Pin が -6.5 

dBm に向けて増加するに従い、トランク区間の許容伝送線路損失は減少する。図 

2-11 に、B-Rx の出力において観測された電気波形を示す。(a-1)、および (a-2) は、

それぞれ、図 2-10 に示される Case(I)、および Case(II) に対してに観測された波

形を示す。(a-1) では、LA の振幅制限機能が比較的適切に動作しているのに対し、

(a-2) では、ペイロードを含む弱バースト信号フレームの先頭部分が著しく劣化して

いることが分かる。これが、B-Rx  が正常に信号受信できずトランク区間の許容伝

送線路損失を減ずる要因となっている。この現象は、LA の応答速度と、 PDFA の

利得の緩和時間が同程度である場合に起き得る。LA の応答速度を速めれば、PDFA 

で増幅したバースト信号フレームの受信特性を向上させることが可能であると思わ

れる。しかしながら、LA の応答速度を速めると B-Rx の同符号連続耐性が劣化する。

実際、実験で使用した LA の応答速度は 150 ns であり、過去に報告されているバ

ースト信号に対応した LA の応答速度と比較して同程度がそれ以上である。従って、

実験において本 LA を使用することは、現状において最良の選択であるものと考え

られる。 

 図 2-12 に、Case(I) に相当するシステム動作範囲を示す。また、図 2-13 (a)、お

よび (b) は、それぞれ、図 2-12 における Z-Z’、W-W’ に沿って測定した BER の

測定結果 を示す。図 2-12 は、図 2-13 に示されるように、Link loss A の値を固定

した上で、Link loss B の値を変化させて得られた BER の測定結果を基に描いたもの

である。また測定は、図 2-12 の等高線プロット図を、二つの領域、(X)、および(Y) に

分けて行った。領域 (X)、および (Y) における BER 測定において、ダミー信号生

成用の  B-Tx2  から Hybrid-PDFA に入力される Pin を、それぞれ、-29.0 dBm、
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および -15.5 dBm に設定した。ONU の送信光強度は、表 2-1 に規定される値では

なく、B-Tx1 の実測値である 2.5 dBm を使用した。等高線図にプロットされるデー

タ点は、エラーフリー動作を達成する境界線を示し、これらデータ点によって囲まれ

る領域、すなわち等高線図において色付けされている領域がシステム動作範囲となる。

図 2-12 に示されるように、強信号の測定で得られた BER は、Link loss B の値の

変化に対して非常に大きく変動するため、等高線プロット図では、エラーフリー動作

を達成する BER = 10-10 で規定し、それに対応する点をプロットしている。等高線プ

ロット図における、二つの点線は、Loss 限界、および Overload 限界の計算値であ

る。この計算では、Hybrid-PDFA の利得は、入力光強度に依らず 23 dB で一定で

あると仮定している。他の二つの点線は、Hybrid-PDFA に入力される Pin が、-15.5 

dBm、および -29.0 dBm に相当する線である。図示の通り、プロットされたデータ

点は、Loss 限界、および Overload 限界の計算結果と良く一致する。また、入力さ

れるバースト信号の光強度範囲 13.5 dB に対して、Link loss B の最大許容伝送線

路損失、および許容伝送線路損失マージン、約 22 dB、および約 8 dB が得られて

いる。Hybrid-PDFA に入力さる Pin の最大値 -15.5 dBm は Surge 限界に相当し、

得られたシステム動作範囲は、図 2-4 (a) と同様の形状を示している。 

 図 2-14 に、Case(II) に相当するシステム動作範囲を示す。領域 (X)、および (Y)

における BER 測定において、ダミー信号生成用の B-Tx2 から Hybrid-PDFA に

入力される Pin を、それぞれ、-29.0 dBm、および -6.5 dBm に設定した。図 2-14

と異なり、本図では、Loss 限界と Overload 限界の計算値と実験値が一致していな

い。図示の通り、Overload 限界に相当する実験データ点は、Link loss A の値が小

さい領域において、計算結果に対して改善された Link loss B の値を示す。これは、

Pin の増加により Hybrid-PDFA が飽和し、利得が低下しているためである。一方、

Loss 限界に相当する実験データ点は、光サージ発生の影響により、計算結果に対し

て劣化した Link loss B の値を示す。本図は、図 2-12 と比較して、最大で 22.5 dB 

の入力ダイナミックレンジを有する広いシステム動作範囲を示している。しかしなが

ら、この入力光強度範囲に対する Link loss B のマージンは存在しない。 

 図  2-15  に、ALC-PDFA の入出力波形の測定結果を示す。測定位置は、後段

PDFA の出力ではなく ALC 回路の出力である。弱信号の Pin の値は、-27.0 dBm、

および -29.0 dBm、それに対する強信号の Pin の値は、-6.5 dBm に設定している。

(a) に示される通り、ALC 回路はペイロードに 231-1 段の PRBS パターンが格納さ

れたレベル差 20.5 dB の入力バースト信号フレームを、一定レベルで出力すること

に成功している。それに対し、レベル差 22.5 dB のバースト信号フレームを用いて

測定を行った (b) では、前段の AGC-PDFA の利得が目標とする出力光レベルに不

足しているため、若干のレベルばらつきが生じている。しかしながら、図 2-11 (c)に

示される B-Rx の出力波形は、LA により一定レベルに出力制限されており、正常な
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バースト信号受信が可能であるものと予想される。なお、Pin の値の設定値である-6.5 

dBm、および -29.0 dBm は、本 ALC 回路が正常に動作する限界値である。 

 図 2-16 に、ALC-PDFA を用いた場合のシステム動作領域を示す。図 2-17 (a)、

および (b) は、それぞれ、図 2-16 における Z-Z’、W-W’ に沿って測定した BER の

測定結果である。領域 (X)、および (Y) における BER 測定において、ダミー信号

生成用の B-Tx2 から ALC-PDFA に入力される Pin を、それぞれ、-29.0 dBm、お

よび -6.5 dBm に設定した。図示の通り、計算により得られた Loss 限界に沿って

プロットされた実験データは計算結果とよく一致している。領域 (Y) と比較して、

領域 (X) において実験データと計算結果に差が生じているのは、図 2-15 (b) で示さ

れる ALC 回路出力のレベルばらつきによるものと考えられる。一方、図 2-12、お

よび図 2-14 の結果と異なり、Overload 限界は ALC 機能により図の下方に移動し

ている。また、光サージ限界は図示されていない。これは、光サージ限界に相当する

Pin の値が、ALC 回路が正常に動作する Pin の上限値である -6.5 dBm よりも大

きいためである。 

 図 2-16 において、プロットされたデータにより囲まれる領域がシステム動作領域

である。図示の通り、ALC-PDFA に入力されるバースト信号の光強度範囲 22.5 dB 

に対して、Link loss B の最大許容伝送線路損失、約 22 dB が達成されている。ま

た、Link loss B の最小許容伝送線路損失は約 8 dB であることから、Link loss B の

許容伝送線路損失マージンは約 14 dB となる。得られるシステム動作範囲は、図 2-4 

(b) と同様、長方形に近い形状をしており、図 2-12、および図 2-14 と比較して運用

性に優れたシステム動作範囲を達成していると言える。 

上記の光増幅器の入力ダイナミックレンジ (22.5 dB) は、10G-EPON に規定され

る B-Rx の入力ダイナミックレンジ (22.0 dB) を満たす。従って、本 ALC-PDFA を

用いて、32 分岐、20 km 相当のアクセス区間をトランク区間に円滑に接続し、ONU

のプラグアンドプレイ機能を担保することが可能である。さらに、上記のトランク区

間の最大許容伝送線路損失 (約 22 dB) は、O 帯における光ファイバの損失を 0.5 

dB/km とした場合、 44 km の伝送距離に相当する。従って、本 ALC-PDFA を用

いることにより、32  分岐システムの伝送距離を 60 km 超にまで長延化し得る。ま

た、最小許容伝送線路損失 (約 8 dB) は 16 km の伝送距離に相当し、長延化システ

ムの最小伝送距離は 36 km となる。 
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図 2-8 BER 測定実験系． 

 

図 2-9 バースト受信器の受信特性． 
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図 2-10 Hybrid-PDFA を用いた場合のトランク区間の許容伝送線路損失． 

 

図 2-11 バースト受信器から出力される時間波形．(a-1)図 2-10 の Case(I)の場合．(a-2)図

2-10 の Case(II)の場合．(b)ALC-PDFA を用いた場合． 
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図 2-12 図 2-10 の Case(I)に相当するシステム動作範囲． 

 

図 2-13 BER 測定結果．(a)図 2-12 の Z-Z’に沿う測定結果．(b)図 2-12 の W-W’に沿う測定

結果． 
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図 2-14 図 2-10 の Case(II)に相当するシステム動作範囲． 

 

図2-15 ALC-PDFAの入出力波形(後段PDFA使用せず)．(a)弱信号光強度を-27.0dBmに設

定した場合．(b)弱信号光強度を-29.0dBm に設定した場合． 
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図 2-16 ALC-PDFA を用いた場合のシステム動作範囲． 

 

図 2-17 BER 測定結果．(a)図 2-16 の Z-Z’に沿う測定結果．(b)図 2-16 の W-W’に沿う測定

結果． 
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2-4 100 km 伝送フィールドトライアル 

2-4-1 100 km 伝送システム構成 

 前節に記載の通り、高速 ALC 機構を備えた提案構成によるバースト信号対応光増

幅器を用いて、1 中継により伝送可能な距離は 60 km 程度である。従って、収容局

から 100 km 圏に居住する加入者を収容するためには、図 2-1 (c) に示すように、複

数中継する必要がある。本節では、2 中継により 100 km 伝送の実現を目指す。複

数中継を行う場合、ONU と光増幅中継器 #1 の区間をアクセス区間、光増幅中継器 

#1 と OLT の区間をトランク区間と規定する。なおここで、ONU から OLT に向

かって、光増幅中継器の番号を、#1、#2 と定義する。アクセス区間は、通常 PON シ

ステムの伝送区間に一致し、長延化 PON システムの伝送距離が、通常 PON シス

テムに対してトランク区間の分だけ延長されるのは、1 中継の場合と同様である。ア

クセス区間を伝送する上り信号をトランク区間に円滑に接続し、ONU のプラグアン

ドプレイ機構を担保するため、光増幅中継器 #1 の上り信号増幅に、高速 ALC 機構

を備えた提案構成によるバースト信号対応光増幅器を用いる。ただし、IEEE802.3av 

の規定に準拠した 10G-EPON 装置を用いてフィールド実験を行うため、標準の上

り波長 (1270 nm) の光信号を増幅する必要がある。そのため、光増幅媒体を PDFA 

よりも広帯域な増幅帯域を有し、1270 nm 帯の光信号を増幅可能な SOA に変更す

る。 

 図 2-18 に、光増幅中継器 #1 に用いるために製作した光増幅中継器の構成を示す。

本光増幅中継器は、上りバースト信号を増幅するための高速 ALC 機構を備えた 

SOA (ALC-SOAs)、下り連続信号を増幅するための  ALC 機構を備えた  SOA 

(ALC-SOA)、および上り信号と下り信号を合分波するための 2 台の WDM フィルタ

から構成される。さらに、高速 ALC-SOAs は、2 台の SOA、粗密度 WDM (CWDM : 

Course WDM) フィルタ、および高速 ALC 回路から構成される。高速 ALC 回路

は、高速の VOA、FF 制御回路、および フィードバック (FB : Feedback) 制御回

路から構成され、CWDM フィルタの後段に配置される。VOA の減衰量を FF 制御

回路により高速に制御することにより、前段の SOA に入力される光信号の強度に依

らず、後段の SOA に入力される光信号強度を一定に保つ。FB 制御回路は、サブ秒

程度の遅い時定数により動作し、FF 制御回路の長期的な出力光レベルの変動を補償

する。使用する ALC 回路の制御メカニズム、および応答速度は、前節の ALC-PDFA 

と同様である。本構成により、後段 SOA におけるパターン効果の発生を防ぎ、高出

力化と広入力ダイナミックレンジ化を実現する。ただし、 ALC-PDFA の前段に用い

られる AGC-PDFA とは異なり、前段の SOA は制御機構を備えていないため、入力

ダイナミックレンジは ALC-PDFA よりも若干劣ることが予想される。図 2-19 に、

高速 ALC-SOAs の入出力波形の測定結果を示す。2台の ONU から ALC-SOAs に
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入力されるバースト信号フレームの強度を、それぞれ、-10.0 dBm、および -28.0 dBm 

に設定した。使用したバースト信号フレームパターンは、次節で述べるものと同じで

ある。図示の通り、高速 ALC 回路は、18 dB のレベル差を有する入力バースト信号

フレームを、1 dB のレベル差に抑圧して出力することに成功している。また、出力

光レベルは約 4 dBm である。一方、下り連続信号を増幅するための ALC-SOA は、

SOA、および FF 制御回路から構成される。上り信号の波長帯 (1270 nm) における

光ファイバの損失が約 0.4 dB/km であるのに対し、下り信号の波長帯 (1577 nm) に

おける光ファイバの損失は約 0.22 dB/km と非常に小さい。また、上り信号が光増幅

器に入力されるまでにスプリッタを通過するのに対し、下り信号は幹線光ファイバを

経由して直接光増幅器に入力される。そのため、下り信号伝送におけるトランク区間

の損失は、上り信号伝送におけるアクセス区間の損失よりも遥かに少ない。従って、

上り光増幅器と異なり、下り光増幅器は 1 台の SOA により構成する。ALC 機能は 

SOA の駆動電流を変化させて利得を制御することにより行う。それにより、幹線光

ファイバを伝送し減衰した下り信号の光強度を OLTの送信出力レベルにまで回復し、

ONU に入力される光信号強度を ONU に搭載される Rx の入力レンジに収める。

上り光増幅器で用いる ALC 機構と異なり、本 ALC 機構はバースト信号に対応した

高速動作を必要としない。図 2-20 に、目標出力光レベルを、6 dBm、4 dBm、およ

び 2 dBm に設定した場合に得られる ALC-SOA の入出力光強度の関係を示す。図示

の通り、約、6 dBm、4 dBm、および 2 dBm の出力光強度が、ALC-SOA への入力

光強度、-10.5 dBm、-12.5 dBm、および-14.5 dBm に対して得られている。光増幅

中継器 #2 では、下り信号増幅に上述の ALC-SOA を用い、上り信号増幅に利得制

御を行わない一定利得の SOA を用いる。 

 

図 2-18  ALC 機構を備えた光増幅中継器の構成． 
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図 2-19 上り光増幅器(ALC-SOAs)の入出力波形．(a)入力波形．(b)出力波形． 

 

図 2-20 下り光増幅器(ALC-SOA)の入出力光強度の関係． 
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2-4-2 実験室における伝送特性評価 

 図 2-21 に、100 km TDM-PON システムの上り信号伝送における許容伝送線路損

失を測定するための実験系を示す。伝送線路は、40 km 間隔、2 中継区間から成る 80 

km のトランク区間、および 20 km のアクセス区間により構成され、フィールド実

験の構成を模擬する。また本実験系は、SOA を用いた 2 台の光増幅中継器、および 

10GE-PON 装置から構成される。光増幅中継器 #1 は、図 2-18 に示すものと同じ

である。一方、光増幅中継器 #2 は、上り信号を増幅するための単一の SOA (利得制

御なし)、および下り信号を増幅するための ALC-SOA から構成される。TDM-PON 

では、各 ONU が送信した上り信号が時間的に重畳することを防ぐために、OLT か

ら各 ONU に送信時間と送信容量を指示する動的帯域割り当て (DBA : Dynamic 

bandwidth allocation) 技術が用いられる。この送信時間と送信容量は、各 ONU か

ら OLT に制御フレーム (Report) に格納して伝達される送信容量の要求値を元に

計算される。Report は一定の DBA 周期で送信され、上記の計算は DBA 周期と比

較して十分に短い時間で行われる。また  DBA 周期は、各 ONU から OLT に 

Report が伝達され、さらに OLT から各 ONU に送信時間と送信容量が伝達される

のに要する時間、すなわち往復の伝播遅延以上の時間を割り当てる必要がある。ONU 

内のバッファに到着したデータは直ちに送信されず、少なくとも 1 DBA 周期バッフ

ァリングされる。従って、DBA 周期を長く設定すると遅延時間が比例して大きくな

るため、通常 0 ~ 20 km の範囲に位置する加入者を収容する場合を想定し、DBA 周

期を短く設定する。これに対し、本 10G-EPON 装置では 100 km 伝送を実現する

ため、0 ~ 100 km の範囲に位置する加入者を収容できるよう DBA 周期を通常より

長く設定する。具体的には、光ファイバ 10 km の往復の伝播遅延が 100 s である

ことから、100 km 伝送に対応すべく DBA 周期を 1500 s に設定する。また本装置

は対称型の TDM-PON システムであり、上り信号、および下り信号のビットレート

は共に 10.3125 Gb/s である。ここで、バースト信号フレームのプリアンブル長は 

512 ns であり、2 台の ONU に対して、トラヒックアナライザにより生成した 64 

byte の Ethernet フレームを、全ラインレートの 20 % 分負荷する。ここで 2 台の 

ONU は、それぞれ、強バースト信号 (ONU #1)、および弱バースト信号 (ONU #2) 

を生成するために使用される。ONU #1、および ONU #2 の出力光強度 / 消光比は、

それぞれ、5.3 dBm / 6.6 dB、および 4.7 dBm / 7.2 dB である。また波長は、それぞ

れ、1271.9 nm、および 1271.8 nm である。図 2-22 に、上記のバースト信号フレー

ムを用いて行った OLT の受信感度の測定結果を示す。測定に際し直接得られる結果

は、フレームエラーレート (FER : Frame error rate) であるが、拡張されたた

Etherne フレーム長、すなわち、64 byte の Ethernet フレームに 4 byte の VLAN 

(Virtual local area network) タグを付加した計 68 byte のフレーム長により FER 

を除することにより BER を換算する。弱信号測定では、ダミー信号の光強度を -6.0 
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dBm に設定し、強信号測定では、ダミー信号の光強度を -28.0 dBm に設定した。弱

信号の測定データによると、エラーフリーを達成する最小受信感度は -28.0 dBm で

あることが分かる。10G-EPON 装置には、IEEE802.3av で規定されるリードソロ

モン符号 RS(255,223) が FEC 技術として実装されており、FEC 適用後の BER = 

10-12 をエラーフリーとして規定する。一方、強信号の測定データによると、-6.0 dBm 

の光信号強度に対してエラーフリー動作を達成している。一方、非測定対象である下

り信号は、3 台の WDM フィルタとスプリッタを用いて迂回され、測定対象である

上り信号とは別の経路により接続される。アクセス区間の伝送線路損失は、VOA #1、

および VOA #2 により調整され、トランク区間の伝送線路損失は、VOA #3、および

VOA #4 により調整される。これら VOA の減衰量を変化させて FER 測定を行う。

先述の方法により、得られた FER を BER に換算する。 

 図 2-23 に、高速 ALC-SOA に入力されるバースト信号フレームの光強度を変化

させた際に得られた BER の測定結果を示す。トランク区間の区間損失は、17 dB か

ら 24 dB の間で変化させた。ここで、区間損失 17 dB は実験系において設定でき

る最小の値であり、40 km のシングルモード光ファイバ (SMF : Single mode fiber)

の損失値にほぼ一致する。ONU #1 から ALC-SOAs に入力されるバースト信号の

光強度を -10.0 dBm に固定し、ONU #2 から ALC-SOAs に入力するバースト信号

フレームの光強度のみを変化させて測定を行った。図示の通り、高速 ALC-SOAs に

入力可能な光強度の下限値は -28.5 dBm であり、入力ダイナミックレンジとして

18.5 dB が達成されている。ONU #2 の出力光強度 4.7 dBm を考慮すると、上り信

号伝送においてアクセス区間に許容される伝送線路損失は 33.2 dB となる。 

 図 2-24 に、100 km TDM-PON システムの下り信号伝送における許容伝送線路損

失を測定するための実験系を示す。先述の通り、光増幅中継器として 2 台の 

ALC-SOA を使用する。OLT の送信光強度の規定値が 2 dBm ~ 5 dBm であること

から、ALC-SOA の出力光強度を 4 dBm に設定する。OLT から送信される下り光

信号の出力光強度、消光比、および波長は、それぞれ、2.5 dBm、9.0 dB、および 1577.3 

nm である。また、ONU の受信感度は -31.4 dBm である。この値は、上り信号と

同様、FEC 技術として RS(255,239) を適用して得られた値である。一方、非測定

対象である上り信号は、2 台の WDM フィルタを用いて迂回され、測定対象である

下り信号とは別の経路により接続される。トランク区間の区間損失は、VOA #5、お

よび VOA #6 により調整され、アクセス区間の損失は、VOA #7 により調整される。 

 10G-EPON の下り信号波長は 1.5 m 帯であるため、O 帯(1.3 m 帯) を使用す

る上り信号と異なり、SMF 上で 100 km の伝送を行うと波長分散の影響により信号

波形が著しく劣化する。図 2-25 に、下り信号のアイパターンの測定結果を示す。図

示の通り、伝送前の信号波形と比較して、60 ~ 100 km 伝送後の信号波形が著しく劣

化していることが分かる。このため、長延化 10G-EPON システムにおいて、下り
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信号を受信する ONU の受信感度が IEEE802.3av の規定値を満たすためには、分

散補償技術が必要となる。実際、ONU に電気段における分散補償 (EDC : Electronic 

dispersion compensation) 技術を適用する。10G-EPON 装置は、EDC の適用を前

提とすることなく開発された装置であるため、外付けの EDC box を製作し、本 box 

を ONU #2 の前段に配置する。図 2-26 に、EDC box の構成を示す。図示の通り、

ONU から送信された上り信号は、2 台の WDM フィルタを通過して直接アクセス

区間に入射されるのに対し、OLT から送られた下り信号は、EDC box 内の APD-TIA 

により一旦電気信号に変換される。変換された電気信号は、16-tap  FFE (Feed 

forward equalization)、および 8-state MLSD (Maximum likelihood sequence 

detection) により波形整形され、CDR (Clock data recovery) により識別再生される。

識別再生された信号は、再度、E/O (Electrical to optical) 変換により光信号に重畳

されて ONU に入力される。図 2-27 に、EDC box を用いて得られた受信感度の測

定結果を示す。比較のため、EDC box を用いない場合の受信感度も併せて示す。図

示の通り、EDC box を用いない場合、ONU の受信感度は光ファイバ長が増加する

に伴い著しく劣化するのに対し、EDC box を用いた場合、ONU の受信感度は光フ

ァイバ長に依存せずほぼ一定値を示す。100 km 伝送後の受信感度は-28.5 dBm を下

回り、IEEE802.3av で規定される ONU の受信感度規定を満たす。 

 図 2-28 に、光増幅中継器 #1 において ALC-SOA から出力される下り信号の光強

度、およびそれを受信した際の ONU の受信感度の測定結果を示す。図の横軸は、

トランク区間の区間損失であり、その範囲は上り信号伝送の測定と同じである。下り

信号波長 (1577 nm) における SMF の損失値は、上り信号波長における損失値より

も小さいが、上述の上り信号伝送特性の評価結果との比較による一貫した議論を行う

ために、区間損失は、上り信号波長 (1270 nm) における値を示している。また図に

は、ALC-SOA の出力光強度と ONU の受信感度との差により算出されるアクセス

区間の損失値を示している。図示の通り、光増幅中継器 #1 における ALC-SOA の

出力光強度は、測定を行ったすべてのトランク区間の区間損失に対して 2 dBm 以上

であり、OLT における出力光強度の規定値を満たしている。実際、トランク区間の

区間損失が 24 dB の場合の ALC-SOA の出力光強度は 2.7 dBm であり、出力光レ

ベルの設定値である 4 dBm より 1.3 dB 低い値となっている。これは、1577 nm に

おける実際のトランク区間の区間損失が約 16.5 dB であり、ALC-SOA への入力光

強度 (-14 dBm) が、ALC 機能が正常に動作する範囲 (-12.5 dBm 以上) を下回るた

めである。一方、下り信号を増幅する SOA が放出する ASE 雑音が累積されるにも

係らず、測定を行ったすべてのトランク区間の区間損失に対して、ONU の受信感度

は -28 dBm 以下のほぼ一定値を示している。これは、ALC-SOA に入力される下り

信号の光強度が、ALC-SOAs に入力される上り信号の光強度と比較して十分に大き

いためである。結果として、下り信号伝送におけるアクセス区間の許容伝送線路損失
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として 31.5 dB が得られている。この値は、上り信号伝送において得られた値と比

較して 1.7 dB 少ない。これは、双方向伝送におけるアクセス区間の許容伝送線路損

失が、下り信号伝送により決定されることを意味する。また、トランク区間における

区間損失 24 dB (2 区間)、およびアクセス区間の許容伝送線路損失 31.5 dB を考慮

すると、システム全体で計 79.5 dB の伝送線路損失が許容される。 

 さらに、100 km 伝送フィールド実験の実現に向けて、図 2-29 の実験系により双

方向伝送を行った。ONU #1、および ONU #2 から光増幅中継器 #1 の ALC-SOAs

に入力されるバースト信号フレームの強度を、それぞれ、-10.0 dBm、および -27.0 

dBm に設定し、トランク区間の区間損失を 17 dB から 24 dB まで変化させた。こ

れら実験条件による FER 測定により、双方向伝送においてもエラーフリー動作が達

成可能であることを確認した。図 2-30 に、トランク区間の区間損失が 24 dB の場

合における OLT、および ONU #2 間のレベルダイヤグラムをまとめる。 
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図 2-22 OLT の上り信号受信特性． 

 

図 2-21 上り伝送特性評価実験系． 
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図 2-24 下り伝送特性評価実験系． 

 

図 2-23 上り信号伝送特性． 
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図 2-26 EDC box の構成． 

 

図 2-25 下り信号のアイパターン．(a) SMF 伝送前．(b) SMF60km 伝送後．(c) SMF80km

伝送後．(d) SMF100km 伝送後． 
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図 2-27 EDC box 有り無しの場合における ONUの受信感度． 

 

図 2-28 光増幅中継器 #1 における ALC-SOA の出力光強度，および ONU受信感度．

アクセス区間における許容伝送線路損失は，前記強度の差により算出． 
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図 2-29 100km 双方向伝送実験系． 

 

図 2-30 トランク区間の区間損失を 24dB に設定した場合における 100km 双方向伝

送実験系のレベルダイヤグラム． 
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2-4-3 フィールド映像伝送デモンストレーション 

 100 km 伝送フィールドトライアルを北海道で行った。フィールドの具体的な位置

を図 2-31 に示す。北海道は国内において 2 番目に大きい島であり、日本の国土面積

の約 20 % を占める。他に 46 ある都府県と比較して人口密度が低いことから、大

部分のエリアにおいて光アクセスサービスの提供が重要な課題の一つとなっている。

図 2-31 に、行ったフィールド実験の構成を示す。図示の通り、札幌 (A)、恵庭 (B)、

千歳 (C)、豊平 (D)の各ビルを接続する既設光ファイバを使用する。100 km の伝送

線路は、90 km の既設光ファイバ、および札幌ビルに配置する 10 km の SMF ボ

ビンにより構成される。収容局外に 8 分岐のスプリッタを配置したパッシブダブルス

ター (PDS : Passive double star) 型の TDM-PON システムが、札幌ビルに始まる

折り返し光ファイバループにより構成される。10G-EPON の OLT、および 2 台の

ONU、光増幅中継器 #1、2台の EDC box、およびハイビジョンテレビ (HDTV : High 

definition television) 装置が札幌ビルに集約され、光増幅中継器 #2 のみが千歳ビル

に配置される。HDTV カメラにより撮影されたリアルタイムの映像が HDTV のエ

ンコーダ/デコーダに送られ、非圧縮の状態で IP (Internet protocol) 信号に変換され、

2 つの GbE ポートから出力される。10G-EPON 装置は、10GbE に対応した入出

力インターフェースを有するため、レイヤ 2 スイッチを用いて、2 つの GbE ポート

を 1 つの 10GbE ポートに変換する。エンコードされた信号は約 1.7 Gb/s の帯域を

有し、OLT と ONU 間を双方向に伝送され、HDTV のエンコーダ/デコーダにより

デコードされた後、HDTV モニタのスクリーン上に映し出される。光増幅中継器 #1 

に入力されるバースト信号フレームの光強度を、VOA により -27.0 dBm に設定した。

局外スプリッタとして 8 分岐スプリッタを用いているが、この入力光強度の設定は、

32 分岐システムにおけるアクセス区間の伝送線路損失を模擬する。本構成を用いた 

FER 測定により、エラーフリー動作が達成されることを確認した。映像信号サービ

スを提供する上では、遅延時間が重要な要素となる。図 2-33 に、遅延時間の測定結

果を示す。図示の通り、下り信号に対して 500 s、上り信号に対して 2800 s の遅

延時間を得た。下りの遅延量は 100 km の伝播遅延とほぼ同じ値である。一方、上

りの遅延時間は DBA 周期の設定値 (1500s) を考慮すると妥当な値が得られてい

る。また、これら遅延時間の値は、Ethernet フレーム長に依存しない。図 2-34 に、

映像伝送デモンストレーションの様子を示す。図示の通り、双方向のリアルタイム 

HDTV 映像伝送を 8 時間に渡り安定的に行うことに成功した。 
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図 2-31 フィールド位置． 

 

図 2-32 100km フィールド伝送実験構成． 
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図 2-33 遅延時間の Ethernet フレーム長依存性． 

 

図 2-34 映像伝送デモンストレーション風景． 
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2-5 まとめ 

10 Gb/s 級の長延化 TDM-PON システムで使用する上り光増幅器の高出力化、お

よび広入力ダイナミックレンジ化を実現するために、高速 ALC 機構を備えたバース

ト信号対応光増幅器を提案した。光増幅媒体として 1.3 m 帯に増幅帯域を有する

PDFA を用いた。また、20 dB 以上の高利得を得るため、それらをカスケード接続

する構成とした。前段の PDFA は AGC 機構を備え、入力バースト信号の光強度に

依らず利得を一定値に保つことで、強信号入力時の光サージの発生を抑える。一方、

後段の PDFA は、利得の制御を行なわず前方励起により入力信号を増幅する。カス

ケード接続した PDFA の間に高速 ALC 回路を配置し、FF 制御によりその出力光

レベルを一定値に保つ。これにより、前段の AGC-PDFA に入力されるバースト信号

の光強度に依らず、後段の PDFA に入力される光信号強度を利得の飽和領域以下に

保持し、後段の PDFA における光サージの発生を抑える。同時に、後段の PDFA の

出力光強度が一定値に保たれることから、光増幅器と OLT の距離に依らず B-Rx 

の過負荷を防ぐ。これらの効果により、光増幅器の広入力ダイナミックレンジ化が実

現され、長延化 TDM-PON システムは強信号入力時においても良好に動作し、ONU 

のプラグアンドプレイ機能が担保される。仮に、ALC 機構を具備しない光増幅器を

システムに配置する場合を考えると、ONU を接続する度ごとに ONU と光増幅器の

間の伝送線路損失を測定し、それに合わせて ONU の入出力に光減衰器を取り付け

る必要があり、システム運用が煩雑になる。それに対し、提案構成の ALC-PDFA を

配置すれば、単に ONU を接続するだけで通信を開始することができ、システムの運

用性が格段に向上する。提案構成によるバースト信号対応光増幅器を製作し、その性

能を評価した。結果、-28.0 dBm ~ -6.5 dBm の範囲の光強度を有するバースト信号

入力に対して、約 -5 dBm に保たれた一定の高出力を得ることに成功した。最小の入

力光強度 -28.0 dBm に対する最大利得は、約 23 dB である。また、製作したバー

スト信号対応光増幅器の高出力、および広入力ダイナミックレンジ特性により達成さ

れる効果を確認するため、10 Gb/s 級のバースト信号を用いて BER 測定を行った。

結果、ALC-PDFA に入力される光信号の強度範囲 22.5 dB (-29.0 dBm ~ -6.5 dBm) 

に対して、トランク区間の最大許容伝送線路損失、約 22 dB が得られた。本入力ダ

イナミックレンジ (22.5 dB) は、10G-EPON に規定される B-Rx の入力ダイナミ

ックレンジ (22.0 dB) を上回る。従って、本 ALC-PDFA を用いて、32 分岐、20 km 

相当のアクセス区間をトランク区間に円滑に接続し、ONU のプラグアンドプレイ機

能を担保することができる。また、許容損失値は、O 帯における光ファイバの損失

を 0.5 dB/km とした場合、44 km の伝送距離に相当する。結果、20 km のアクセ

ス区間を含めると、32  分岐システムの伝送距離を 60 km 超にまで長延化し得るこ

とになる。また、トランク区間の最小許容伝送線路損失 (約 8 dB) は、16 km の伝

送距離に相当する。従って、本光増幅器を用いた長延化システムは、収容局から 40 ~ 
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60 km のエリアに居住する加入者を収容し得る。 

 さらに、提案構成によるバースト信号対応光増幅器を用いて 100 km 伝送フィー

ルドトライアルを行った。提案構成による上り光増幅器を用いて、1 中継により伝送

可能な距離は 60 km 程度である。従って、40 km 間隔、2 中継のトランク区間、お

よび 20 km のアクセス区間から成るシステム構成とした。ONU、および OLT と

して、標準仕様に準拠した 10G-EPON 装置を用いるため、標準の上り波長 (1270 

nm) を増幅する必要がある。そのため、光増幅媒体を PDFA から SOA に変更し、

新たに光増幅中継器を製作した。装置を用いた通信を成し得るには、下り信号伝送も

不可欠であるため、SOA により構成される下り光増幅器を光増幅中継器に併せて組

み込んだ。また、下り信号伝送では、SMF の波長分散の影響による信号波形劣化が

顕著となることから、下り信号を受信する ONU に EDC 技術を適用した。以上の

装置、およびシステム構成による 100 km フィールド実験を行い、双方向のリアル

タイム HDTV 映像伝送を 8 時間に渡り安定的に行うことに成功した。 
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第 3 章 TDM-PON における光増幅器を用いた加入者の高効率収容 

3-1 はじめに 

 通信会社が、FTTH (Fiber to the home) による光ブロードバンドサービスを経済

的に提供するためには、収容局に配置される単一の伝送装置 (OLT : Optical line 

terminal) により、加入者宅に配置される複数の伝送装置 (ONU : Optical network 

unit) を収容することが効果的である。現在、これを実現する最も有力な光アクセス

方式が、時分割多重 (TDM : Time division multiplexing) 技術を用いた TDM-PON 

(Passive optical network) であり、Gb/s 級の光アクセスサービスを提供可能な GE 

(Gigabit Ethernet)-PON、および G (Gigabit capable)-PON が広く用いられている。

これらシステムが導入された後、暫くは、需要の多い都市部への展開が主であるため、

順調に加入者数を伸ばすことが期待できる。しかしながら、従来のメタルケーブルを

用いた加入電話と同様のユニバーサルサービスの実現を目指すには、人口密度が低く

加入者が点在する都市部郊外や農村部 (ルーラルエリア) へのサービス展開を避ける

ことができない。TDM-PON システムのサービス提供エリアは、OLT、および ONU

に搭載される光トランシーバの信号伝送距離の限界により 20 km 以下に制限され

るため、この要請に応えるためには、技術的なブレークスルーが求められる。これを

実現するため、TDM-PON システムに光増幅器を適用することにより、システムが

収容可能な加入者数 (分岐数) を維持した上で伝送距離を長延化し、効率的にサービ

スエリアを拡張する手法が検討されている [1-6]。しかしながら、光増幅器は電源供

給を必要とするアクティブ装置であるため、設置位置は電源供給が可能な場所に限ら

れるというデメリットがある。また、検討されているシステム構成は、収容局から遠

距離に位置するが、ある程度固まって居住する加入者、すなわち、ルーラルエリアの

集落に居住する加入者を収容することを想定しており、その中間に位置する加入者、

例えば、都市部郊外に居住する加入者を効率的に収容することに着目した検討はなさ

れていない。 

 一方、次世代システムとして期待されているのが、10 Gb/s 級の光サービスを提供

可能な 10G-EPON、および XG-PON である。しかしながら、これらのシステムは、

現行システムよりもさらに高速の電気回路を用いて伝送装置を構成することから、部

品価格の上昇による装置コストの増加、および消費電力の上昇による運用コストの増

加が避けられず、結果的にその増加分をサービス価格に転嫁する必要に迫られること

が予想される。従って、次世代 TDM-PON システムの装置、および運用コストを削

減するため、需要の多い都市部では、次世代システムの高速性を活用して、システム

の多分岐化により、単一 OLT により可能な限り多くの加入者を収容することが期待

されている。 

 本章では、次世代システムが導入される時期を想定し、電源供給の容易な収容局に
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光増幅器を設置することにより、加入者を効率的に収容するシステム構成を提案する。

提案システムでは、局外と局内に配置したスプリッタでシステムの分岐数を按分する

多段スプリッタ型の TDM-PON システム構成を想定し、局内スプリッタ直下に光増

幅器を設置する構成を用いる。具体的な提案システムは、 

- 単一 OLT により局内スプリッタの一分岐に光増幅器を設置して遠距離に位置す

る加入者を収容する一方、他の分岐には光増幅器を設置することなく近距離に位置す

る加入者を収容する遠近混在システム 

- 局内スプリッタの全分岐に光増幅器を設置することで多分岐スプリッタの損失を

補償し、単一 OLT により多数の近距離に位置する加入者を収容する多分岐システム 

である。第二章で提案した高速自動レベル制御 (ALC : Automatic level control) 機

構を備えたバースト信号対応光増幅器の広入力ダイナミックレンジ特性、および自然

放出光 (Amplified spontaneous emission) 雑音抑圧特性が、提案システム実現に有

用であることを計算、および実験により示す。また、提案システム構成による加入者

収容範囲を実験により明らかにする。 
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3-2 加入者を効率的に収容する TDM-PON システム構成 

 図 3-1 (a) に、収容局から 20 km 以下の距離に位置する加入者を収容する通常の

TDM-PON システムの構成を示す。本システムは、ポイント・ツー・マルチポイン

ト (P2MP : Point-to-multipoint) 型のトポロジーを有し、OLT と複数の ONU が

局外、および局内に配置されるスプリッタを介して接続される。TDM-PON システ

ムの構成を表す際には、局外に配置されるスプリッタのみが描かれることが多いが、

ここでは局内にもスプリッタを配置し、システムの分岐数を二つのスプリッタで按分

する [7]。本システム構成によれば、OLT、および OLT と局外スプリッタを接続す

る幹線光ファイバが、複数の加入者で共有されるため、高速の光アクセスサービスを

経済的に提供することができる。さらに、多段スプリッタ構成の採用により、広範囲

に点在する加入者を単一の OLT により収容可能となることから、システム導入時の

初期投資を抑える効果をもたらす。ここでは、局外 8 分岐 (第一のスプリッタ)、お

よび局内 4 分岐 (第二のスプリッタ) を用いた 32 分岐の TDM-PON システムを基

準として、以下の議論を行う。 

 図 3-1 (b)、および 図 3-1 (c) は、図 3-1 (a) に示す通常システムよりも、さらに

効率的に加入者を収容することを目指した TDM-PON システムの構成を示す。図

3-1 (b) は、収容局から 20 km 以下の距離に位置する加入者、および 20 km 以上の

距離に位置する加入者を、単一 OLT により同時収容する TDM-PON システムの構

成である [8-10]。20 km 以上の距離に位置する加入者を収容するために、双方向光

増幅器が、局内に配置される第二のスプリッタの一分岐に設置される。ここでシステ

ムの分岐数は、通常システムと同じ 32 分岐である。一方、図 3-1 (c) は、収容局か

ら 20 km 以下の距離に位置する 32 以上の加入者を、単一の OLT により収容する

ためのシステムの構成である。より多数の加入者を収容するために、収容局に配置さ

れる第二のスプリッタの各分岐に、第三のスプリッタを配置し、その第三のスプリッ

タの損失を補償するために、双方向光増幅器が、第二、および第三のスプリッタ間に

設置される。両提案構成では、光増幅器への電源供給の容易さ、作業員の移動負担の

軽減、光増幅器の監視のし易さ等、システムの保守運用性を考慮し、双方向光増幅器

を収容局内に設置する。また、双方向光増幅器を、OLT の直下ではなく、第二のス

プリッタの各分岐に設置することにより、以下の効果が得られる。図 3-2 (a)、およ

び (b) に、上り信号を増幅するための光増幅器 (OA : Optical amplifier) を、それぞ

れ、OLT の直下に設置した場合、および局内スプリッタの各分岐に設置した場合の

システム構成を示す。一般的には、(a) の光増幅形態を前置光増幅、(b) の光増幅形

態を中継光増幅と呼ぶ。また、(a) における ONU と光増幅器間の損失: (1)、(b)にお

ける ONU と光増幅器間の損失: (2)、局内スプリッタの損失: (3) と定義する。これ

らシステムに許容される伝送線路損失を比較するために、図 3-3 (a) に示されるよう

に、伝送線路損失を一般化して表すのが簡便である。図 3-3 (b) は、システムが許容
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する ONU と光増幅器間の損失 (Loss A)、および光増幅器と OLT 間の損失 (Loss 

B) の関係を表した概略図である。光増幅器の利得を一定値とすると、理想的には図

の点線に示されるように、許容伝送線路損失は右下がりの直線として表される。しか

しかしながら、図示の通り、許容伝送線路損失は、Loss A の値が大きい場合、すな

わち、より遠距離の ONU から送信された上り信号が光増幅器に入力される場合、

理想直線と乖離する。この要因は、光増幅器が放出する ASE 雑音である。ASE 雑

音は入力される光信号の強度に依らずほぼ一定値で放出されるため、弱信号が入力さ

れると相対的に  ASE 雑音の影響が大きくなり、信号対雑音比  (SNR : 

Signal-to-noise ratio) が劣化する。ONU と光増幅器間の距離が長いと、光増幅器に

強度が弱まった光信号が入力されることからこの乖離が生じる。図 3-3 (b) に示され

るように、この ASE 雑音の影響が大きいため、上記 (1) ~ (3) で定義した損失の間

には、 (2) + (3) > (1) の関係があることが分かる。すなわち、局内スプリッタを活用

して中継光増幅することにより、前置光増幅と比較して許容伝送線路損失を拡大する

効果が得られる。 

上述の通り、図 3-1 (b)、および (c) のシステム構成によれば、図 3-1 (a) のシス

テム構成と比較して、より効率的に加入者を収容することが期待できる。しかしなが

ら、許容伝送線路損失に関する上記の効果にも係らず、依然として ASE 雑音がシス

テムの伝送性能に大きな影響を及ぼす。その要因は二つある。 

第一の要因は、ASE 間ビート雑音である。標準の TDM-PON システムでは ONU 

のコスト削減のため、上り信号の光源を無温調動作させることを前提としている。そ

のため、上り信号を伝送するために広い波長帯域が必要となり、ASE を除去するた

めの光バンドパスフィルタ (BPF : Band pass filter) の通過帯域幅もそれに合わせ

る必要がある。20 nm の波長間隔に対応し 15 nm 程度の通過帯域幅を有する疎密度

波長多重 (CWDM : Course wavelength division multiplexing) フィルタを用いれ

ば、光源から出力された光信号を減衰することなく通過させることができるが、それ

を用いて ASE 雑音を除去すると、ASE 間ビート雑音が支配的となり SNR が著し

く劣化する。上述の光増幅器の設置位置の工夫による許容伝送線路損失の拡大は、設

置位置の比較により結論付けられる相対的な効果であり、その絶対値を十分に得るた

めには、この ASE 間ビート雑音の影響をさらに低減する必要がある。一方、アクセ

スシステムで用いられる装置と同様、コスト要件の厳しい装置として、ローカルエリ

アネットワーク (LAN : Local area network) で用いられる LAN 機器を挙げるこ

とができる。近年、データセンタ間の通信や、企業向けのサービスのために、100 Gb/s 

級のデータ通信を可能とする 100GbE が標準化されている。拠点間のデータ通信を

サポートする規格として、10 km 伝送用の 100GBASE-LR4、および 40 km 伝送

用の 100GBASE-ER4 がある。各規格の末尾に付けられている「4」は、4 波長のパ

ラレル伝送を行うことを意味し、1.3 m 帯に 5 nm 間隔で配置する LAN-WDM と
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呼ばれる規格が採用されている。この  LAN-WDM の規格を満たすためには、

100GbE の光トランシーバに温度調節機構 (TC : Temperature control) を取り付け

る必要がある。この技術的な流れを考慮し、上り信号の光源に温度調節機構を取り付

けると同時に、ASE 雑音を除去するために受信側に配置する BPF の通過帯域幅を、

LAN-WDM と同等の 3 nm に狭窄化することを提案する。本構成によれば、ASE 間

ビート雑音の影響を大幅に低減し、システムの許容伝送線路損失を、信号と ASE 間

ビート雑音により定まる限界値に近づくまで拡大することが期待できる。 

 図 3-4 に、上り光増幅器の利得変化に対する受信感度の計算結果を示す。ここで

光増幅器は、局内 4 分岐スプリッタの一分岐に設置し、受信感度は、光増幅器への入

力光強度により規定する。また、光増幅器の利得以外の計算パラメータは、次節の実

験で用いるパラメータと同じである。図示の通り、システムの損失限界を規定する受

信感度は、光増幅器の利得が増加すると伴に改善され、利得が約 17 dB を超えた辺

りで -34.0 dBm に収束する。参考データとして、10G-EPON システムの OLT の

受信光強度範囲  (-28.0 dBm ~ -6.0 dBm) を併せて図示する。この結果は、

10G-EPON の最小受信感度 -28.0 dBm と比較して、6.0 dB の受信感度の改善が達

成可能であることを意味している。さらに、局内 4 分岐スプリッタの損失 6.9 dB を

考慮すると、許容伝送線路損失の拡大効果は、計 12.9 dB となる。一方、OLT に搭

載されるバースト光受信器 (B-Rx) の過負荷限界を規定する最大受信感度は、光増幅

器の利得が増加するに伴い減少している。例えば、光増幅器の利得を 17.0 dB に設

定した際の光増幅器の入力ダイナミックレンジは 17.7 dB であり、B-Rx の入力ダ

イナミックレンジの規定値 22.0 dB よりも 4.3 dB 劣化することになる。 

 第二の要因は、局内スプリッタを利用するシステム構成に特有の ASE の重畳であ

る。図 3-1 (b) のシステム構成では、局内スプリッタにより上り信号が合流される際

に、光増幅器により増幅された上り信号に ASE が重畳される。この ASE は、光増

幅器が設置されない分岐を経由した上り信号に重畳され受信 SNR を劣化させる。光

増幅器が設置されない近距離 ONU から送信された上り信号は増幅されないため、

光増幅器により増幅される遠距離 ONU から送信された上り信号よりも受信光強度

が弱くなる。そのため、近距離 ONU から送信された上り信号の受信感度は、この 

ASE の影響を受けて著しく劣化する。一方、図 3-1 (c) のシステム構成では、局内ス

プリッタにおいて合流する上り信号はすべて増幅されているため、(b) の場合と比較

して状況は良いように思われる。しかしながら、4 分岐スプリッタのすべての分岐に

光増幅器が設置されるため、各上り信号に 4 倍の ASE が重畳される点に留意する必

要がある。 

図 3-5 に、光増幅器と OLT 間の損失値に対する受信感度のパワーペナルティを

計算した結果を示す。図の (a)、および (b) は、それぞれ、図 3-1 (b)、および図 3-1 

(c) のシステム構成に対する結果を示す。 (b) については、局内 4 分岐スプリッタの
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2 分岐に光増幅器を設置した場合と、すべての分岐に光増幅器を設置した場合の計算

結果を示す。計算パラメータは、次節の実験で用いるパラメータと同じである。図示

の通り、局内 4 分岐スプリッタの損失 6.9 dB を考慮すると、図 3-1 (b) の構成では

5.2 dB のパワーペナルティが生じることが予測される。一方、図 3-1(c) の構成では、

光増幅器を 2 台設置した場合、および 4 台設置した場合について、それぞれ、2.8 dB、

5.6 dB のパワーペナルティが生じることが予測される。 
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図3-1 多段スプリッタを利用したPONシステム構成．(a)通常のPONシステム．(b)遠近混在シ

ステム．(c)多分岐システム． 
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図 3-2 光増幅器を収容局に設置した場合における上り信号の増幅形態．(a)前置光

増幅．(b)中継光増幅 

 

図 3-3 前置光増幅，および中継光増幅時における許容伝送線路損失の比較．(a)伝送

線路損失の定義．(b)許容伝送線路損失の概略図． 
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図 3-4 光増幅器の利得と受信感度の関係． 

 

図3-5 受信感度のパワーペナルティと光増幅器-OLT間損失の関係．(a)図3-1(b)に示す

遠近混在システムの場合. (b)図 3-1(c)に示す多分岐システムの場合. 
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3-3 高速自動レベル制御機構を備えたバースト信号対応光増幅器の適用 

前節に記載の通り、光増幅器を用いて上り信号を増幅し、通過帯域幅の狭い BPF 

により ASE を除去することにより、多段スプリッタ型 TDM-PON システムの許容

伝送線路損失を大幅に拡大することが期待できる。しかしながら、光増幅器の入力ダ

イナミックレンジが B-Rx の入力ダイナミックレンジと比較して狭まると同時に、

局内スプリッタにおける ASE の重畳により受信信号の SNR が著しく劣化する。

これらを解決するために、高速の ALC 機構を備えた光増幅器を上り信号増幅に適用

することを提案する。図 3-6 に、その構成を示す。本光増幅器は、半導体光増幅器 

(SOA : Semiconductor optical amplifier)、高速の ALC 回路、および狭帯域の BPF 

により構成され、狭帯域の BPF が配置される以外は、第二章で提案した光増幅器の

構成の一部と同様である。光増幅媒体として SOA を用いるのは、10G-EPON で規

定される上り信号波長 (1270 nm) に対応するためである。SOA の利得、および雑

音指数 (NF : Noise figure) は、それぞれ、24.1 dB、および 6.5 dB である。SOA は、

高速 ALC 回路の動作範囲にまで入力光信号を増幅する。高速 ALC 回路は、フィ

ードフォワード (FF : Feed forward) 制御機構により、入力光信号強度に応じて高速

の可変光減衰器 (VOA : Variable optical attenuator) の減衰量を制御し、最終的な出

力光レベルを一定値に制御する。FF 制御の時定数は約 50 ns である。長期的な出

力光レベルの変動を抑えるために、FF 制御回路の時定数よりも遥かに遅い時定数を

有するフィードバック (FB : Feedback) 制御回路を同時に備える。本 ALC 機構に

より、強信号入力時の B-Rx の過負荷を防ぐことができる。図 3-7 (a)に、入力光強

度に対する本光増幅器 (ALC-SOA) の利得、および出力光強度の関係を示す。図示

の通り、-30.0 dBm 以上の入力光強度に対して、約 -11 dBm の一定値に制御された

光強度が出力される。この出力光強度の値は、B-Rx の最大受信感度の規定値である 

-6.0 dBm 以下であり、B-Rx の過負荷を防ぎ得ることが分かる。一方、利得につい

ては、-30.0 dBm 以下の入力光強度に対して、約 17.5 dB のほぼ一定値が得られて

いる。この値は、図 3-4 において最小の受信感度を達成すると予測される光増幅器

の利得値を満たしている。図 3-7 (b) に、ALC-SOA の入出力波形の測定結果を示す。

ここで、弱信号フレームと強信号フレームの入力光強度を、それぞれ、-30.0 dBm、

および -10.0 dBm に設定した。図示の通り、ALC-SOA は、20 dB のレベル差を有

するバースト信号入力に対して、ほぼ一定レベルのバースト信号を出力することに成

功している。また本 ALC 回路には、出力レベル一定動作を行うために設定した閾値

を下回る強度の光信号が入力された場合、その出力を遮断する機能を備えている。す

なわち、接続されるすべての ONU が上り信号を送信しない時間 (非動作時間) にお

いて SOA が放出した ASE を遮断し、局内スプリッタの他の分岐に接続される 

ONU が上り信号を送信する時間 (動作時間) における ASE の重畳を防ぐ効果が期

待できる。BPF の通過帯域幅は 3 nm である。図 3-8 (a) に、本 ALC-SOA によ
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る ASE の抑圧効果を示す。弱信号フレームと強信号フレームの入力光強度は、図 

3-6 (c) の測定と同様である。また上図の通り、非動作時間を両信号フレームの間に

設けている。中央図に ALC-SOA から出力される ASE の光レベルを示す。本光レ

ベルは、実際に ALC-SOA から出力される ASE を用いて測定したものでなく、別

に用意した模擬 ASE を用いて測定したものである。図 3-7 (a) によると、ALC-SOA 

の利得が、-30.0 dBm を下回る入力光強度に対してほぼ一定となることから、

ALC-SOA に搭載される高速 VOA の減衰量は、-30.0 dBm を下回る入力光強度に対

して最小化されることが読み取れる。ALC-SOA から出力される ASE 量を最大化し

た状況を作り出すため、上述の模擬 ASE の光レベルを、-30.0 dBm の光強度を有

する連続した弱信号フレームが入力した場合に重畳される ASE レベルに設定した。

この時の ASE レベル設定の様子を、図 3-8 (b) に示す。図 3-8 (a) の下図に、

ALC-SOA の出力波形を示す。図示の通り、中央図の ASE レベルと比較して、非動

作時間における ASE レベルが十分に抑圧されていることが分かる。 

 

図 3-6 ALC-SOA の構成 
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図 3-7 ALC-SOA の出力光レベル特性．(a)入力光強度に対する利得，および出力光強

度の測定結果．(b)入出力波形の測定結果．(上)入力波形．弱信号フレーム，および強信

号フレームの光強度を，それぞれ，-30.0dBm，および-10.0dBm に設定．(下)出力波形． 
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図 3-8 ALC-SOA の ASE 雑音抑圧特性．(a)ALC-SOA の入出力波形．(上)入力波形．

(中)模擬 ASE レベル．(下)出力波形．(b)模擬 ASE レベルの設定． 



83 

 

3-4 システム動作範囲 

3-4-1 遠近混在システム 

 ALC-SOA を適用することにより、収容局から遠距離、および近距離に位置する加

入者を、単一 OLT により同時収容可能であることを確認するために、10 Gb/s 級の

バースト信号を用いたビットエラーレート (BER : Bit error rate) 測定を行った。図

3-9 に、実験系を示す。Case(A) ~ Case(D) は、それぞれ、2 台の ONU が収容局か

ら遠距離に位置する場合: (A)、2 台の ONU が収容局から近距離に位置する場合： 

(B)、Case(B) に光増幅器の ASE を模擬した雑音光を負荷した場合: (C)、2 台の 

ONU が、それぞれ、収容局から遠距離、および近距離に位置する場合: (D)、を模擬

した実験系である。ここで、Case(C) の模擬 ASE のレベル設定は、図 3-8 (b) と同

様の方法で行った。また受信感度は、図の収容局への入力光信号強度で規定する。実

験系の詳細は、Case(A) のみに記載している。実験系は、B-Rx、2 台のバースト光

送信器 (B-Tx)、および ALC-SOA から構成される。B-Rx は、トランスインピーダ

ンス増幅器付きのアバランシェフォトダイオード (APD-TIA : Avalanche photo 

diode with trans-impedance amplifier)、および振幅制限増幅器 (LA : Limitting 

amplifier) から構成される。B-Tx は、高速のバースト信号対応 LD (Laser diode) ド

ライバ付きの分布帰還型 (DFB : Distributed-feedback)-LD であり、パルスパターン

発生器 (PPG : Pulse pattern generator) により生成された 10.3125 Gb/s のバース

ト信号により駆動電流を直接変調される。ここでバースト信号フレームは、バースト

信号同期パターン (0x BF 40 18 E5 C5 49 BB 59) が格納された 794.4 ns のプリア

ンブル、および 231-1 の疑似ランダム (PRBS : Pseudo randamu bit sequence) パ

ターンが格納されたペイロードから構成される。ペイロード長として、19.9 s、お

よび 49.6 ns を用いた。794.4 ns のプリアンブル、および 19.9 s のペイロードか

ら構成される長フレームは、平均的なデータスループットを模擬する。一方、794.4 ns 

のプリアンブル、および 49.6 ns のペイロードから構成される短フレームは、

10G-EPON で用いられるシステム制御信号 (Report) を模擬する。2 台の B-Tx か

ら送信されるバースト信号フレームの送信タイミングは、PPG と BER テスタに同

期したタイミングパルス発生器から出力されるイネーブル信号 (Enable signal) に

よって設定される。バースト信号フレーム間のガードタイムは、397.2 ns に設定し

た。本バースト信号フレームを用いて測定した B-Rx の受信感度は -28.9 dBm であ

る。この受信感度は、B-Rx の入力で規定した場合の値であり、収容局の入力で規定

した場合は、局内 4 分岐スプリッタの損失 6.9 dB を減じた -22.0 dB となる。ここ

でエラーフリーに相当する BER=10-12 を規定し、誤り符号訂正 (FEC : Forward 

error correction) 技術の適用を前提として、BER=10-3 においてエラーフリー動作を

達成するものとした。B-Tx #1 (測定信号生成用)、および B-Tx #2 (バースト信号生成
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用) の出力光強度、および消光比は、それぞれ、2.5 dBm / 6.6 dB、および 2.6 dBm / 

6.9 dB である。受信光強度は VOA 1、および VOA 2 により調整し、VOA 2 の減衰

量を固定し VOA 1 の減衰量を可変することにより BER 測定を行った。 

 図 3-10 に、Case(A) ~ Case(D) に対して得られた BER の測定結果を示す。(a)、

および (b) は、それぞれ、上記の長フレーム、および短フレームを用いた場合の測

定結果である。図 3-9 (a) に示される通り、Case(A) の受信感度 -32.9 dBm は、

ALC-SOA による信号増幅効果により、Case(B) と比較して10.9dB改善されている。

実験に使用した B-Rx の受信感度が、10G-EPON の規定値 (-28.0 dBm) より 0.9 

dB 上回っていることを考慮すると、この改善効果は、図 3-4 を用いて予測される

改善値 (12.9 dB) と 1.1 dB 相違するに留まる。一方、Case(C) の受信感度は、模擬 

ASE を負荷した影響により、Case(B) と比較して 5.0 dB 劣化している。この劣化

量は、図 3-5 (a) により予測される値 (5.2 dB) とほぼ一致している。これに対し、

Case(D) に示されるように、劣化した受信感度は、ALC 回路の ASE 抑圧効果によ

り Case(B) の値にまで回復している。また、Case(A) において得られた光増幅器の

入力ダイナミックレンジ 22.9 dB は、Case(D) の入力ダイナミックレンジ 22.5 dB 

とほぼ同等であり、いずれの値も 10G-EPON において B-Rx に要求される規定値 

(22.0 dB) を満たす。 

 一方、短フレームの測定結果を見ると、ALC 回路の ASE 抑圧効果により、

Case(D) の受信感度は Case(B) とほぼ一致している。また、Case(B) に対する

Case(A) の受信感度の改善効果は 10.0 dB であり、図 3-10 (a) と比較して、0.9 dB 

劣化しているが、これは短フレームの測定のおける Case(B) の受信感度が長フレー

ムに対して 0.9 dB 改善しているためである。実際、短フレームを用いて Case(A) に

おいて得られる受信感度 -32.9 dBm、および入力ダイナミックレンジ 22.9 dB は、

長フレームの測定において得られる値と同等である。 

上記の通り、光増幅器を設置した分岐における受信感度の改善効果は 10 dB 以上

である。マージンを見込み O 帯における光ファイバの損失を 0.5 dB/km とすると、

この改善効果により、20 km 以上の伝送距離の拡大効果が得られるものと考えられ

る。光増幅器を配置しない近距離エリアの伝送距離を 20 km とすると、光増幅器を

配置した遠距離エリアの伝送距離は、40 km 以上となる。つまり、本提案システム

により、0 ~ 40 km に点在する 32 世帯の加入者を、単一の OLT により効率的に収

容することが可能となる。
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図3-9 BER測定実験系．(A)2台のONUが収容局から遠距離に位置する場合．(B)2台のONU

が収容局から近距離に位置する場合．(C)模擬 ASE が(B)の構成に負荷される場合．(D)2 台の

ONUが収容局から遠距離，および近距離に位置する場合． 
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図 3-10 遠近混在システムにおける BER 測定結果．(a)長フレームを用いた場合．(b)短フ

レームを用いた場合． 
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3-4-2 多分岐システム 

ALC-SOA を適用することにより、収容局から近距離に位置する多数の加入者を、

単一 OLT により収容可能であることを確認するために、前項と同様、10 Gb/s 級の

バースト信号を用いた BER 測定を行った。図 3-11 に、実験系を示す。Case(I) ~ 

Case(III) は、それぞれ、2 台の ONU が局内スプリッタの同じ分岐に接続される場

合: (I)、Case(I) に光増幅器の ASE を模擬した雑音光を負荷した場合: (II)、2 台の 

ONU が、それぞれ、局内スプリッタの異なる分岐に接続される場合: (III)、を模擬し

た実験系である。実験パラメータは、前項とほぼ同様である。相違は、ダミー信号の 

ASE 除去光フィルタとして CWDM フィルタを使用した点である。これは、ダミー

信号を増幅する ALC-SOA から出力される ASE が、局内スプリッタの 3 つの分岐

に配置される ALC-SOA から出力される ASE の総和以上となるようにするためで

ある。これにより、2 台の ALC-SOA を用いて、4 台の ALC-SOA が設置された場

合を模擬する。図 3-12 (a) に、ダミー信号の増幅に用いた ALC-SOA の ASE レベ

ル設定の様子を示す。図 3-8 (b) と同様、ALC-SOA に-30.0 dBm の光強度を有す

る連続した 2 つの弱信号を入力する。図示の通り、CWDM フィルタは、約 16 nm

の十分な透過帯域幅を持つ。この透過帯域幅は、測定に使用する BPF の透過幅 (3 

nm) の 5 倍以上であり、3 分岐に設置される ALC-SOA が出力する ASE を模擬す

るのに十分である。図 3-12 (b) に、この条件下における ALC-SOA の入出力フレー

ム波形の測定結果を示す。図示の通り、透過帯域幅の広い CWDM フィルタにより 

ASE を除去しているため、ダミー信号フレームの出力光レベルは、測定信号フレー

ムの出力光レベルよりも大きい。 

図 3-13 に、Case(I) ~ Case(III) に対する BER の測定結果を示す。(a)、および

(b) は、それぞれ、長フレーム、および短フレームを用いた場合の測定結果である。

(a) には、比較のため、B-Rx の受信特性を併せて示している。(a) に示される通り、

Case(I) の受信感度は、ALC-SOA による信号増幅効果により、B-Rx の受信感度に

対して 4.0 dB 改善している。言い換えれば、ONU と ALC-SOA 間の許容伝送線

路損失が 4.0 dB 拡大され、システムの分岐数を 2 倍に増加させることが可能である

ことを意味する。一方、Case(II) の弱信号フレームに対する受信感度の測定結果は、

ASE を負荷することにより、Case(I) に対し 2.4 dB 劣化している。この結果は、図

3-5 (b) の予測値 (2.8 dB) に近似する。さらに、強信号フレームに対する BER の

測定結果は、ASE の負荷、および SOA のパターン効果の影響により劣化している。

図 3-12 (c) に示される通り、劣化した BER は、ALC 回路の ASE 抑圧効果によ

り、Case(I) の BER とほぼ同等にまで回復している。また、Case(III) で得られた

入力ダイナミックレンジ 22.9 dB は、10G-EPON で規定される B-Rx の入力ダイ

ナミックレンジ 22.0 dB を満たしている。 

一方、図 3-13 (b) に示される BER 測定結果においても、Case(III) の受信感度
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は、ALC 回路の ASE 抑圧効果により、Case(I) の受信感度にほぼ一致している。

図 3-9 (b) の結果と同様、B-Rx に対する Case(I) の受信感度の改善効果 3.1 dB は、

(a) と比較して 0.9dB 劣化しているが、短フレームを用いて Case(III) において得

られる受信感度 -32.9 dBm、および入力ダイナミックレンジ 22.9 dB は、長フレー

ムの測定において得られる値と同じである。 

収容局に入力される光信号強度の最小値が -32.9 dBm であることは、局内 4 分岐

スプリッタの各分岐の下にさらに 64 分岐の接続が可能であることを意味し、結果的

として計 256 分岐の TDM-PON システムの実現が可能となる。 

 

図 3-11 BER 測定実験系．(I)2 台の ONU が局内スプリッタの同じ分岐に接続される場合．(II)

模擬 ASE が(I)の構成に負荷される場合．(III)2 台の ONUが局内スプリッタの異なる分岐に接続

される場合． 
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図 3-12 ALC-SOA により増幅されたダミー信号．(a)模擬 ASE レベルの設定．(b)出力波形

の測定結果．(上)長フレームの場合．(下)短フレームの場合． 
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図3-13 多分岐システムにおけるBER測定結果．(a)長フレームの場合．(b)短フレームの

場合． 
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3-5 まとめ 

電源供給の容易な収容局に光増幅器を設置することにより、単一の OLT により複

数の加入者をより効率的に収容するシステム構成を提案した。具体的な提案システム

は、 

- 単一 OLT により局内スプリッタの一分岐に光増幅器を設置して遠距離に位置す

る加入者を収容する一方、他の分岐には光増幅器を設置することなく近距離に位置す

る加入者を収容する遠近混在システム 

- 局内スプリッタの全分岐に光増幅器を設置することで多分岐スプリッタの損失を

補償し、単一 OLT により多数の近距離に位置する加入者を収容する多分岐システム 

である。光増幅器の許容伝送線路損失拡大効果は、光増幅器を伝送線路の中ほどに設

置することで増す。そのため、局外と局内に配置したスプリッタでシステムの分岐数

を按分する多段スプリッタ型の TDM-PON システム構成を利用し、光増幅器を局内

スプリッタ直下に設置する。本システムに適用する光増幅器には、OLT に搭載する 

B-Rx の過負荷を防ぐため、広入力ダイナミックレンジ特性が求められるのと同時に、

局内スプリッタにおける上り信号の合流時に生じる ASE 雑音の重畳を回避する機

能が必要である。これらを実現するために、第 2 章で提案した高速自動レベル制御 

ALC 機構を備えたバースト信号対応光増幅器を適用する。ただし、後段の SOA は

使用せず、前段の SOA、および 高速 ALC 回路から成る部分 (ALC-SOA) を用い

る。本 ALC-SOA は、入力バースト信号の光強度に依らず、出力光レベルを一定値

に制御することにより、B-Rx の過負荷を防ぎ広入力ダイナミックレンジ化を可能と

するだけでなく、入力信号が予め設定した閾値を下回る場合、出力を遮断する機能を

有する。すなわち、上りバースト信号が入力されない時間において SOA 出力を遮断

し、他の分岐を経由する上り信号への ASE の重畳を防ぐ。ALC-SOA の広入力ダイ

ナミックレンジ特性、および ASE 雑音抑圧機能の効果を確認するため、遠近混在シ

ステム、および多分岐システムを想定し、10 Gb/s 級のバースト信号を用いて BER 

測定を行った。結果、遠近混在システムでは、近距離の加入者に影響を与えることな

く、光増幅器を設置した分岐の許容伝送線路損失を 10.9 dB 改善可能であることが

示された。O 帯における光ファイバの損失を 0.5 dB/km とすると、相当する伝送距

離の拡大効果は 20 km 以上である。光増幅器を設置しない分岐の伝送距離 20 km 

を考慮すると、収容局から 40 km を超える加入者を収容し得ることになる。一方、

多分岐システムでは、局内スプリッタの他の分岐に接続される加入者に影響を与える

ことなく、許容伝送線路損失を 4.0 dB 改善可能であることが示された。この改善値

は、過剰損失を含めた 2 分岐スプリッタの損失に等しく、局内スプリッタの分岐ごと

に 64 分岐を接続可能であることを意味する。局内スプリッタの 4 分岐を含めると、

計 256 分岐が達成され得ることになる。 
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第 4 章 SOA を用いた WDM/TDM-PON の多分岐/長延化 

4-1 はじめに 

現在、Gb/s を超える光ブロードバンドサービスを経済的に提供するために、時分

割多重 (TDM : Time division multiplexing) 技術を用いた TDM-PON (Passive 

optical network) システムが、アジアや北米を中心に広く導入されている。また、今

後の増え続ける帯域要求に応えるため、10 Gb/s 級の TDM-PON が、次世代の光ア

クセスシステムとして標準化されている。さらに、将来の光アクセスシステムが標準

化や国際会議の場で議論され始めている。その候補として、更なる高速化を推し進め

た TDM-PON、波長多重 (WDM : Wavlenegth division multiplexing) 技術を用い

た WDM-PON、 TDM 技術の経済性、および WDM 技術の帯域/サービスの拡張性

を利用した WDM/TDM-PON、現在の無線技術の主流である直交周波数分割多重 

(OFDM : Orthogonal frequency division multiplexing) 技術を用いた OFDM-PON 

等が議論の俎上に載せられた。最終的に、経済性を含めたシステムの実現性を考慮の

上、WDM/TDM-PON が採択され、現在、システムの具体的な詳細が議論されてい

る [1]。ポスト 10 Gb/s 級 TDM-PON の世代ともなると、高速化に加えて更なる付

加価値がシステムに求められるものと予想されている。それに対して、波長の拡張機

能を利用した複数サービスの収容や、波長可変性を利用した様々な機能追加が提案さ

れている。前者は、これまで主にマスユーザを対象として提供されてきた TDM-PON

の適用先を、ビジネスユーザや、近年増え続ける無線アクセスサービスの帯域を集約

するモバイルバックホウル等にまで拡張することを意図している。また後者の具体例

として、システムの冗長機能や、システムを共有するユーザによって生じる割り当て

帯域の不公平性を解消する機能等が提案されている [2-4]。 

一方、 TDM-PON は信頼性が高く、順調に加入者数を伸ばしているが、システム

を高速化した際の経済性の担保や、更なるサービス提供エリアの拡大が求められるも

のと予想されている。これに対し、TDM-PON に光増幅器を適用してシステムが許

容する伝送線路損失の拡大を図る研究がなされている [5,6]。許容伝送路損失を拡大

することができれば、多分岐化によるシステムコストの削減や、長延化によるサービ

スエリアの拡大が実現できる。これらを経済的に達成する上で最も期待の高い光増幅

媒体が、半導体光増幅器 (SOA : Semiconductor optical amplifier) である。しかし

ながら、WDM/TDM-PON への適用を考えると、上り信号は波長ごとに間欠的に送

信されるバースト信号であるため、単一の SOA により複数波長を一括して増幅する

ことは極めて困難である。そのため、各波長のバースト信号を個別に増幅することに

なり使用台数を要することから、TDM-PON で使用するバースト信号対応光増幅器

よりも経済化が求められる。 

本章では、将来光アクセスシステムが導入される時期を想定し、SOA を用いて 
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WDM/TDM-PON システムの多分岐/長延化を経済的に実現する技術について述べ

る。SOA の利得の高速応答特性を利用して、上りバースト信号に対応した広入力ダ

イナミックレンジ化を達成することのできる制御機構を提案する。また、提案構成に

よるバースト信号対応光増幅器を製作し、その性能を評価する。さらに、システムを

多分岐化、および長延化した際の加入者収容範囲を実験により明らかにする。 
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4-2 SOA を用いた多分岐/長延化 WDM/TDM-PON システム構成 

図 4-1 (a) 、および (b) に、光増幅媒体として SOA を用いた WDM/TDM-PON 

システムの構成を示す。(a) は、収容局に配置する伝送装置 (OLT : Optical line 

terminal) に送受分離型の多波長光トランシーバを利用する構成であるのに対し [7]、

(b) は、OLT に送受一体型の単一波長光トランシーバを利用する構成である [8]。ま

ず、(a) によると、収容局に配置される OLT と、加入者宅に配置される複数の伝送

装置 (ONU : Optical network unit) が、収容局外に配置されるスプリッタを介して

光ファイバで結合される構成である。WDM-PON と同様、複数波長を使用するシス

テムであるため、アレイ導波路回折格子 (AWG : Arrayed waveguide grating) 等の

波長合分波器を伝送線路上に配置した網構成も考えられるが、ここでは既存の 

TDM-PON システムで用いられているスプリッタ網を活用し設備投資の抑制を図る。

また使用波長は、既存システムとの共存を可能とするため、上り波長には、既存シス

テムで使用されている O 帯 (1.26 – 1.36 m 帯) ではなく C 帯 (1524 – 1544 

nm) を割り当てることが予定されている。一方、下り波長には L 帯 (1596 – 1603 

nm) が割り当てられる予定である。既存システムと比較して、狭い波長帯域に複数

の波長を配置する必要があるため、50 GHz ~ 200 GHz 間隔の高密度  WDM 

(DWDM) 技術が必要となるものと考えられている。OLT には多波長に対応した伝

送装置 (LC : Line card) を配置し、LC は、AWG 等の波長合分波器の透過中心波長

に一致する固定波長の光信号を送受信する。一方、ONU には、波長可変光源を搭載

したバースト光送信器 (B-Tx)、および受信波長を可変できる光受信器 (Rx) を配置

する。ここで波長可変型の Rx を用いるのは、ノードに波長合分波器ではなくスプ

リッタを配置することにより、ONU に到達した WDM 信号のうち必要な一波長を

抜き出して受信する必要があるためである。一方、B-Tx が任意の波長で送信した上

り信号は、LC の波長分波器により分波されて、いずれかのバースト信号光受信器 

(B-Rx) で受信される。本 ONU 構成により、すべての ONU が波長依存特性のな

いスプリッタを介して任意の光トランシーバペア (図中、同一番号の Tx、B-Rx ペ

ア) と通信することができる。これにより、既存の TDM-PON システムでは提供さ

れない以下の付加機能がもたらされる。 

- 光トランシーバペア故障時の冗長機能 

- 光トランシーバペアのスリープ動作による低消費電力機能 

- 光トランシーバペアごとのトラヒックの負荷分散 

一方、 (b) の構成においても、すべての ONU が波長依存特性のないスプリッタ

を介して任意の LC (Tx、B-Rx ペア)と通信することができ、ONU の波長可変性を

利用して (a) と同様の機能を実現することができる。さらに、送受一体型の光トラ

ンシーバが一つの LC を構成していることから、上記の付加機能に加えて、トラヒ

ックの増加に合わせて LC を追加することにより、段階的な帯域のアップグレード機
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能が実現される。またスプリッタ構成は、局外と局内で分岐を按分する構成であり、

より広範囲に点在する加入者を単一 OLT により収容することができる。 

上り信号伝送における SOA の配置に着目すると、伝送線路上に光増幅中継器とし

て配置する構成、および OLT 内に前置光増幅器として配置する構成を考えることが

できる [9]。標準仕様に準拠した TDM-PON システムでは、ONU を無温調動作さ

せることを前提としており、上り信号伝送に広い波長帯域を要するため、光増幅器が

放出する自然放出光 (ASE : Amplified spontaneous emission) を、光フィルタによ

り十分に除去することができない。そのため、これまで前置光増幅の検討はほとんど

なされてこなかった [6,10]。これに対し、WDM/TDM-PON では、DWDM 技術の

適用が確実視されており、ASE を十分に除去し得ることから、前置光増幅実現の可

能性が高まってきている。ここでは、光増幅器による損失補償効果は、光増幅器を伝

送線路の中ほどに配置するほど増すことから、光増幅中継により、システムを長延化

して収容局から遠距離に位置する加入者を収容し、前置光増幅により、システムを多

分岐化して収容局から近距離に位置する加入者を収容することを考える。

WDM/TDM-PON では、上り信号伝送に光ファイバの損失が少ない C 帯を用いるこ

とから、従来の TDM-PON と比較して、長延化システムの伝送距離を飛躍的に拡大

することが期待できる。また、前置光増幅の実現により、アクティブ装置である光増

幅器への電源供給の問題を意識することなく、システムを多分岐化することが期待で

きる。 

TDM 技術を利用した PON システムに光増幅器を適用する際の最大の課題は、上

りバースト信号に対応した光増幅器の実現である。このバースト信号は、時間軸方向

に間欠的に伝送されるだけでなく、ONU からスプリッタまでの距離の相違や、B-Tx 

出力の個体差により、バースト信号フレームごとに強度が大きく変化する。このため、

上り光増幅器には、B-Rx と同様、広い入力ダイナミックレンジが求められる。WDM 

技術を用いた光中継伝送システムでは、波長ごとの光信号は連続信号であるため、

WDM 信号を単一の光増幅器により一括して増幅することは比較的容易である。し

かしながら、次節に述べる通り、広入力ダイナミックレンジ化を実現するためには、

入力バースト信号に応じて光増幅器の利得を制御する必要があり、一括増幅の実現は

極めて困難である。そのため、図示の通り、波長ごとに信号増幅を行うことになり、

使用する光増幅器の台数が嵩むことから、TDM-PON に比べてより経済化が求めら

れることになる。図 4-1 の (a)、および (b) の光増幅中継システム構成を比較する

と、(a) では、OLT とスプリッタを接続する幹線光フィアバが一本であるのに対し、

(b) では、局内スプリッタの分岐数に相当する幹線光ファイバが必要である。そのた

め (b) は、上述の通り、帯域を段階的にアップグレードする上で利点を有する一方、

必要となる光増幅中継器の台数が (a) より多く必要となる。従って、長延化システ

ムに限っては、(a) の構成が適していると言える。 
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図 4-1 SOA を用いた多分岐/長延化 WDM/TDM-PON システム構成．(a)送受分離型光ト

ランシーバを利用した場合．(b)送受一体型光トランシーバを利用した場合． 
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4-3 SOA の高速応答特性を利用した自動レベル制御機構 

 上りバースト信号増幅に SOA を適用した際に、SOA の入力ダイナミックレンジを

制限する要因が二つある。第一の要因は、OLT に搭載される B-Rx の過負荷である。

SOA に強バースト信号が入力されると、SOA の出力が過剰となり、SOA と OLT

の距離が十分ではない場合、B-Rx の受信感度の上限を超える光信号が入力されて信

号が受信できなくなる。第二の要因は、SOA のパターン効果である。同じく SOA に

強信号が入力されると、SOA の過渡応答特性により出力波形が著しく劣化し (パタ

ーン効果)、信号が受信できなくなる。いずれも、SOA への入力光信号強度の上限を

制限し、結果として入力ダイナミックレンジを狭めることになる。これらを回避する

ために、SOA の利得の高速応答特性を利用して、その出力光レベルを高速に切り替

える自動レベル制御 (ALC : Automatic level control) 機構が必要である [6,9,10]。

光増幅中継の場合は、その出力光レベルを入力光レベルに依らず一定値に制御するこ

とにより B-Rx の過負荷を回避することができる。一方、前置光増幅の場合は、出

力光レベルを一定値に制御する必要はなく、強信号入力時における SOA の利得を低

減するだけでよい。図 4-2 (a)、および (b) に、提案する SOA を用いた上り光増幅

器の構成、およびその制御機構を示す。光増幅中継器には、広入力ダイナミックレン

ジ化に加えて、伝送距離を拡大するために高出力化が求められる。これらを実現する

ために、SOA をカスケード接続する構成とする。従来、光中継伝送システムにおい

て光パケット伝送を行うために、一台の SOA を用いて、その利得を高速に制御する

ことにより、出力光レベルを一定値に制御する技術が報告されているが [11]、ここ

では、二台の SOA を用いて各々の利得を制御する。前段の SOA では、高速のフィ

ードフォワード (FF : Feed forward) 制御回路を用いて、その利得を二段階で制御す

る。すなわち、予め設定した閾値を下回る光強度を有する弱バースト信号フレームが

入力された場合、高利得に設定し、閾値を上回る光強度を有する強バースト信号フレ

ームが入力された場合、低利得に設定する。このような利得制御を行うことの利点は

二つある。第一の利点は、前段の SOA におけるパターン効果の抑圧である。パター

ン効果は、SOA の利得が飽和する領域で発生するが、強信号入力に対して利得を下

げることにより、SOA の利得飽和を避け、パターン効果を抑圧することができる。

第二の利点は、光増幅中継器の出力光レベルの精度向上である。 (b) に示されるよ

うに、前段の SOA において後段の SOA への入力光レベル範囲を一旦狭めることに

より、より広い入力範囲の光信号入力に対して、均一な出力光レベルを達成すること

ができる。後段の SOA は、高速の FF 回路、およびサブ秒オーダの時定数で動作

するフィードバック (FB : Feedback) 回路により、一定レベルのバースト信号を出

力する。また、前段の SOA に適用した利得の制御機構は、前置光増幅器として用い

ることにより、B-Rx の過負荷を防ぎ、入力ダイナミックレンジを拡大する効果をも

たらし得る。従って、SOA をカスケード構成により光増幅中継器として用い、前段
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の SOA 単体で前置光増幅器として用いる。 

 図 4-3 に、提案する制御機構を用いて製作した光増幅器の入出力光強度の関係を

示す。(a)、および (b) は、それぞれ、光増幅中継器として用いた場合、および前置

光増幅器として用いた場合である。(a) に示される通り、前段の SOA は、-28.0 dBm 

~ -6.0 dBm の入力光レベルに対して、適切に利得の切り替えを行うことに成功して

いる。一方、(b) においても、-38.0 dBm ~ -13.0 dBm の入力光レベルに対して同様

に、適切に利得の切り替えを行うことに成功している。 (a) 、および (b) における

利得の切り替え時の入力光レベルは、それぞれ、約 -17 dBm、および約 -25 dBm で

ある。また、(a) では、約 -4.5 dBm の高値に一定制御された出力を得ている。 

 

図 4-2 SOA の利得の高速応答特性を利用したバースト信号対応光増幅器．(a)構成．

(b)動作原理． 
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図 4-3 入力光強度に対する出力光強度の測定結果．(a)中継光増幅器の場合．(b)前置光

増幅器の場合． 
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4-4 システム動作範囲 

提案構成を用いた上り光増幅器による高出力、かつ広入力ダイナミックレンジ特性

の効果を確認するため、10 Gb/s 級のバースト信号を用いてビットエラーレート 

(BER : Bit errora rate) 測定を行った。図 4-4 に、実験系を示す。本実験系は、1

台の B-Rx、2 台の B-Tx、および製作した上り光増幅器から構成される。B-Rx は、

トランスインピーダンス増幅器付きのアバランシェフォトダイオード (APD-TIA : 

Avalanche photo diode)、および振幅制限増幅器 (LA : Limitting amplifier) から構

成される。B-Tx は、外部共振器型の波長可変型 LD (Laser diode) 、データ変調用

のニオブ酸リチウム (LiNbO3) マッハツェンダー型変調器 (LN-MZ)、およびバース

トフレーム生成用の音響光学変調器 (AOM : Acosto-optic modulator) から構成され

る。LD から出力された連続光は、LN-MZ においてパルスパターン発生器 (PPG : 

Pulse pattern generator) により生成された 10.3125 Gb/s のバースト信号により

変調される。ここで、バースト信号フレームは、バースト信号同期パターン (0x BF 40 

18 E5 C5 49 BB 59) が格納された 794.4 ns のプリアンブル、および 231-1 段の疑似

ランダム (PRBS : Pseudo random bit sequence) パターンが格納された 19.9 s の

プリアンブルから構成される。2 台の B-Tx から送信されるバースト信号フレームの

タイミングは、PPG と BER テスタに同期したタイミングパルス発生器から出力さ

れるイネーブル信号 (Enable signal) によって制御される。バースト信号間のガード

タイムは、397.2 ns に設定する。本バーストフレームパターンを用いて測定した 

B-Rx の最小受信感度は、-28.8 dBm である。ここで、エラーフリーに相当する BER 

= 10-12 を規定し、誤り符号訂正 (FEC : Forward error correction) 技術の適用を前

提として、BER = 10-3 においてエラーフリー動作を達成するものとした。ONU と

光増幅器の区間に相当するアクセス区間の損失を、2 台の可変光減衰器 (VOA : 

Variable optical attenuator) (VOA1、VOA2) により調整し、光増幅と OLT の区間

に相当するトランク区間の損失を、VOA3 により調整する。ただし、光増幅器を前

置光増幅器として用いる場合は、VOA3 は使用しない。使用した光源の波長は、 

1532.68 nm であり、光信号の消光比 (ER : Extinction ratio) は、測定ごとに約 9 dB 

に設定する。また、B-Rx の前段に、0.5 nm の 1 dB 通過帯域幅を有する 100 GHz 

間隔用の光バンドパスフィルタ (BPF : Band pass filter) を配置し、光増幅器が放出

する ASE を除去する。 

図 4-5 に、提案構成による上り光増幅器を光増幅中継器として用いた際の入出力

波形の測定結果を示す。本測定において、弱信号フレーム、および強信号フレームの

光強度を、それぞれ、 -25.0 dBm、および -6.0 dBm に設定した。図示の通り、提

案構成による光増幅中継器を用いることにより、19.0 dB の光強度差を有する入力バ

ースト信号フレームを、出力において 1.2 dB の差に抑圧して出力することに成功し

ている。 
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図 4-6 に、提案構成による光増幅中継器を WDM/TDM-PON システムに適用し

た際のシステム動作範囲の測定結果を示す。図の上部にプロットされたデータ、およ

び下部にプロットされたデータは、それぞれ、伝送損失限界、および B-Rx の過負

荷限界を示す。また図において色付けされた領域が、システムの動作範囲である。図

示の通り、光増幅器の入力ダイナミックレンジは、19.0 dB (-6.0 dBm ~ -25.0 dBm) 

である。またこの入力ダイナミックレンジに対して、トランク区間の最大許容伝送線

路損失 22.8 dB を達成している。光増幅中継器に弱信号が入力された場合に許容さ

れるトランク区間損失が、0 dB に一致しないデータ点が存在する。しかしながら、

図 4-1 (a) の多波長光トランシーバには、B-Rx の前段に上り信号と下り信号を合分

波する WDM フィルタ、および波長合分波器が配置されており、これらの挿入損失

を考慮する必要がある。WDM フィルタの損失は約 1 dB 、また波長合分波器とし

て AWG ではなく、挿入損失の少ない誘電体多層膜フィルタを用いれば、4 波長対応

のもので損失は約 2 dB である。計 3 dB の挿入損失を考慮すると、この損失ギャ

ップは無視することができる。つまり、トランク区間の伝送距離は 0 km から対応

可能である。また、3 dB の挿入損失を考慮しても、トランク区間の損失マージンと

して 19.8 dB が得られる。 

WDM/TDM-PON の標準仕様は未定であるが、上記の光増幅器への入力ダイナミ

ックレンジ (19.0 dB) は、次世代システムとして標準化されている 10G-E (gigabit 

Ethernet) PON において B-Rx に実際に光信号が入力される範囲に相当する。また、

WDM/TDM-PON の上り波長は光ファイバの損失が少ない C 帯である。これらを考

慮すると、アクセス区間は、64 分岐、20 km に相当するものと考えられる。さらに、

C 帯における光ファイバの損失を 0.275 dB/km とすると、上記のトランク区間の許

容損失マージン (19.8 dB) は、72 km の伝送距離に相当する。アクセス区間の伝送

距離 20 km を考慮すると、本光増幅中継器を用いることにより、64 分岐システムを 

90 km 超まで長延化し得ることになる。 

図 4-7 に、提案構成による前置光増幅器を WDM/TDM-PON に適用した際の 

BER の測定結果を示す。図示の通り、最小受信感度、および入力ダイナミックレン

ジとして、それぞれ、-36.8 dBm、および 23.8 dB が達成されている。得られた最

小受信感度は、使用した B-Rx の最小受信感度を 8.0 dB 改善している。また、得

られた入力ダイナミックレンジは、使用した B-Rx の入力ダイナミックレンジ 22.8 

dB を上回る。8.0 dB の受信感度の改善効果は、過剰損失を見込んだ 4 分岐スプリ

ッタの損失と同等である。従って、本前置光増幅器を用いることにより、通常の 64

分岐、20 km のシステムを 256 分岐まで多分岐化し得ることになる。 
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図 4-4 BER 測定実験系． 

 

図 4-5 提案するバースト信号対応 SOAの入出力波形．(a)入力波形．弱信号フレ

ーム，および強信号フレームの光強度を，それぞれ，-25.0 dBm，および-6.0 dBm

に設定．(b)出力波形． 
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図 4-6 光増幅中継器として用いた場合のシステム動作範囲． 

 

図 4-7 前置光増幅器として用いた場合の BER 測定結果． 
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4-5 まとめ 

多分岐/長延化 WDM/TDM-PON システムにおいて使用する上り光増幅器の経済

化を実現するために、SOA の利得の高速応答特性を利用したバースト信号対応光増

幅器を提案した。本システムの上り信号は波長ごとに間欠的に送信されるバースト信

号であるため、単一の光増幅器により複数波長を一括して増幅することは極めて困難

である。そのため、各波長のバースト信号を個別に増幅することになり使用台数を要

することから、光増幅媒体として最も経済化が期待できる SOA を用いる。光増幅中

継システムの伝送距離を飛躍的に拡大するために、SOA をカスケード接続し高出力

化を図る。また、OLT に搭載される B-Rx の過負荷を防ぐため、SOA の駆動電流

を変化させることにより利得を制御し、入力光信号強度に依らず一定レベルの光信号

を出力する。前段の SOA は、高速のフィードフォワード FF 制御回路を用いて、そ

の利得を二段階で制御する。すなわち、予め設定した閾値を下回る光強度を有する弱

信号フレームが入力された場合、高利得に設定し、閾値を上回る光強度を有する強信

号フレームが入力された場合、低利得に設定する。本利得制御により、前段、および

後段の SOA におけるパターン効果の発生を抑圧すると同時に、前段の SOA におい

て後段の SOA への入力光レベル範囲を制限することにより、より広い入力範囲の光

信号入力に対して、高精度かつ均一な出力光レベルを得る。また、前段の SOA に適

用した利得の制御機構は、前置光増幅器として用いることにより、B-Rx の過負荷を

防ぎ、入力ダイナミックレンジを拡大する効果をもたらす。従って、カスケード構成

の SOA を光増幅中継器として用いてシステムを長延化し、前段の SOA 単体を前置

光増幅器として用いてシステムを多分岐化する。提案する制御機構を用いた光増幅器

を製作し、その特性を評価した。結果、光増幅中継器として動作させる場合、前段の 

SOA は、-28.0 dBm ~ -6.0 dBm の入力範囲に対して、約 -4.5 dBm の高値、かつ

一定レベルの光信号を出力することに成功した。一方、前置光増幅器として動作させ

る場合、-38.0 dBm ~ -13.0 dBm の入力範囲に対して、約 -25 dBm の入力光強度に

おいて利得の切り替えに成功した。 また、提案構成による光増幅器の高出力、およ

び広入力ダイナミックレンジ特性の効果を確認するため、10 Gb/s 級のバースト信号

を用いて BER 測定を行った。光増幅中継の場合、光増幅器に入力される入力光強度

範囲 19 dB に対して、トランク区間の許容伝送線路損失マージン 19.8 dB を達成し

た。本損失マージンは、C 帯における光ファイバの損失を 0.275 dB/km とすると、

トランク区間の伝送距離 72 km に相当する。20 km のアクセス区間を含めると、64 

分岐システムの伝送距離を、20 ~ 90 km 超まで長延化することができる。一方、前

置光増幅の場合、最小受信感度 -36.8 dBm、および入力ダイナミックレンジ 23.8 dB 

を達成した。最小受信感度の改善効果は 8.0 dB であり、過剰損失を見込んだ 4 分岐

スプリッタの損失と同等である。従って、通常の 64 分岐、20 km のシステムを、

256 分岐まで多分岐化することができる。 
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第 5 章 結論 

 本論文は、次世代~将来の光アクセスシステムとして期待されている 10 Gb/s 級の 

TDM-PON (Time division multiplexing passive optical network) システム、および 

WDM (Wavelength division multiplexing)/TDM-PON システムを、光増幅器を用い

て多分岐/長延化し、加入者を効率的に収容する技術についてまとめたものである。 

第 2 章では、10 Gb/s 級の長延化 TDM-PON システムにおいて、上り光増幅器の

高出力化、および広入力ダイナミックレンジ化を実現するために、高速  ALC 

(Automatic level control) 機構を備えたバースト信号対応光増幅器を提案した。20 

dB 以上の高利得を得るため、PDFA (Praseodymium-doped fiber amplifier) をカス

ケード接続する構成とした。前段の PDFA は AGC (Automatic level control) 機構

を備え、入力バースト信号の光強度に依らず利得を一定値に保ち、強信号入力時の光

サージの発生を抑える。一方、後段の PDFA は、利得の制御は行なわず前方励起に

より増幅する。カスケード接続した PDFA の間に高速 ALC 回路を配置し、FF 

(Feed forward) 制御により出力光強度を一定値に保つ。これにより、後段の PDFA

を利得の未飽和領域で動作させ光サージの発生を抑える。同時に、後段の PDFA の

出力光強度が一定値に保たれることから、光増幅器と OLT (Optical line terminal) 

の距離に依らずバースト光受信器 (B-Rx) の過負荷を防ぐ。これらの効果により、光

増幅器の広入力ダイナミックレンジ化が実現される。提案構成による ALC-PDFA を

製作し、その性能を評価した。結果、-28.0 dBm ~ -6.5 dBm の光強度を有するバー

スト信号入力に対して、約 -5 dBm の一定値に保たれた高出力を得ることに成功した。

また、製作した ALC-PDFA の高出力、かつ広入力ダイナミックレンジ特性により得

られる効果を確認するため、10 Gb/s 級のバースト信号を用いて BER (Bit error 

rate) 測定を行った。結果、ALC-PDFA に入力される光信号強度範囲 -29.0 dBm ~ 

-6.5 dBm (22.5 dB) に対して、トランク区間 の最大許容伝送線路損失は 22.0 dB で

あった。この入力ダイナミックレンジは、B-Rx の入力ダイナミックレンジ相当であ

るため、本 ALC-PDFA を用いることにより、20 km のアクセス区間を円滑にトラ

ンク区間に接続し、ONU のプラグアンドプレイ機能を担保することができる。また

損失値は、アクセス区間も含めると 60 km 超の伝送距離に相当する。さらに、トラ

ンク区間の最小許容伝送線路損失は約 8 dB であり、16 km の伝送距離に相当する。

従って、本 ALC-PDFA を適用することにより、収容局から 40 ~ 60 km に位置する

加入者を収容することができる。 

さらに、光増幅媒体を SOA (Semiconductor optical amplifier) に変更した提案構

成によるバースト信号対応光増幅器を用いて 100 km 伝送フィールドトライアルを

行い、双方向のリアルタイム HDTV (High definition television) 映像伝送を 8 時間

に渡り安定的に行うことに成功した。 
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第 3 章では、電源供給の容易な収容局に光増幅器を設置することにより、単一の 

OLT により複数の加入者をより効率的に収容するシステム構成を提案した。具体的

な提案システムは、「単一 OLT により局内スプリッタの一分岐に光増幅器を設置し

て遠距離に位置する加入者を収容する一方、他の分岐には光増幅器を設置することな

く近距離に位置する加入者を収容する遠近混在システム」、および「局内スプリッタ

の全分岐に光増幅器を設置して多分岐スプリッタの損失を補償し、単一 OLT により

近距離に位置する多数の加入者を収容する多分岐システム」である。本システムに適

用する光増幅器には、B-Rx の過負荷を防ぐため、広入力ダイナミックレンジ特性が

求められると同時に、局内スプリッタにおける上り信号の合流時に生じる  ASE 

(Amplified spontaneous emission) 雑音の重畳を回避する機能が必要である。これら

を実現するために、第 2 章で提案した ALC 機構を備えたバースト信号対応光増幅器

を適用する。本光増幅器 は、出力光強度を一定値に制御することにより、B-Rx の

過負荷を防ぎ広入力ダイナミックレンジ化を達成するだけでなく、入力信号が予め設

定した閾値を下回る場合、出力を遮断する機能を有する。すなわち、上りバースト信

号が入力されない時間において ASE を遮断し、他の分岐から合流する上り信号への 

ASE の重畳を防ぐ。本光増幅器の広入力ダイナミックレンジ特性、および ASE 雑

音の抑圧特性による効果を確認するため、遠近混在システム、および多分岐システム

を想定し、10 Gb/s 級のバースト信号を用いて BER 測定を行った。結果、遠近混在

システムでは、近距離の加入者に影響を与えることなく、光増幅器を設置した分岐の

許容伝送線路損失が 10.9 dB 改善されることが示された。この効果により、収容局

から 0 ~ 40 km の距離に位置する加入者を、単一 OLT により収容可能である。一

方、多分岐システムでは、局内スプリッタの他の分岐に接続される加入者に影響を与

えることなく、分岐ごとの許容伝送路損失が 4.0 dB 改善されることが示された。こ

の効果により、単一 OLT で計 256 分岐が実現できる。 

第 4 章では、多分岐/長延化 WDM/TDM-PON システムにおける上り光増幅器の

経済化を実現するために、SOA の利得の高速応答特性を利用したバースト信号対応

光増幅器を提案した。本システムでは、バースト信号を波長ごとに個別に増幅する必

要があることから、最も経済化が見込める SOA を用いる。光増幅中継システムの伝

送距離を飛躍的に拡大するために、SOA をカスケード接続して高出力化を図る。ま

た、B-Rx の過負荷を防ぐため、SOA の駆動電流を変化させて利得を制御し、入力

光信号強度に依らず一定レベルの光信号を出力する。前段の SOA は、高速のフィー

ドフォワード FF 制御回路を用いて、その利得を二段階で制御する。すなわち、予め

設定した閾値を下回る光強度の弱バースト信号が入力されると高利得に設定し、閾値

を上回る光強度の強バースト信号が入力されると低利得に設定する。本利得制御によ

り、前段、および後段の SOA におけるパターン効果の発生を抑えると同時に、前段

の SOA において後段の SOA への入力光レベル範囲を制限することにより、広い入
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力範囲の光信号入力に対して、高精度かつ一定値の出力光レベルを得る。前段の SOA 

に適用した利得の制御機構は、前置光増幅器として用いることにより、B-Rx の過負

荷を防ぎ、入力ダイナミックレンジを拡大する効果をもたらす。従って、カスケード

構成の SOA を光増幅中継器として用いて長延化し、前段の SOA を前置光増幅器と

して用いて多分岐化する。提案する制御機構を用いた光増幅器を製作し、その特性を

評価した。結果、光増幅中継の場合、-28.0 dBm ~ -6.0 dBm の入力範囲に対して、

約 -4.5 dBm の高値、かつ一定レベルの出力を得ることに成功した。一方、前置光増

幅の場合、-38.0 dBm ~ -13.0 dBm の入力範囲に対して、約 -25 dBm の入力光強度

において利得の切り替えに成功した。 また、提案構成による光増幅器の高出力、お

よび広入力ダイナミックレンジ特性による効果を確認するため、10 Gb/s 級のバース

ト信号を用いて BER 測定を行った。光増幅中継の場合、光増幅器への入力光強度範

囲 -25.0 dBm ~ -6.0 dBm (19 dB) に対して、トランク区間の許容伝送線路損失マー

ジン 19.8 dB を達成した。この損失マージンは、20 km のアクセス区間を含めると 

20 ~ 90 km 超の伝送距離に相当する。一方、前置光増幅器の場合、8.0 dB の最小受

信感度の改善効果を達成し、256 分岐の多分岐化が実現できる。 

以上の提案システム構成、および提案技術を、収容局から加入者までの距離に応じ

て適用することにより、効率的かつ距離に依存しないシームレスな加入者の収容が可

能となる。図 5-1 に、本研究成果により提供される多分岐/長延化システムの距離に

応じた適用形態をまとめる。 

 

図 5-1 提案システム構成，および提案技術の距離に応じた適用形態． 
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B-8-10，2011 年 3 月． 

 

(i-ii) 共著論文 

【論文】 

[1] K. Taguchi, M. Fujiwara, T. Imai, K.-I. Suzuki, H. Ishii, and N. Yoshimoto, 

“Optically-amplified PON system using XGM-based ALC technique,” IEICE 

Electron. Expr. Vol. 8, No. 21, pp. 1836-1841, Nov. 2011. 

[2] K. Taguchi, M. Fujiwara, T. Imai, K.-I. Suzuki, H. Ishii, and N. Yoshimoto, 

“Pattern effect suppression by injecting directly modulated synchronized 

gain-clamping light using inverted signal for PON application of SOA,” IEEE/OSA J. 

Lightw. Technol., in press. 

 

【国際会議(査読付)】 

[1] K.-I. Suzuki, M. Fujiwara, T. Imai, N. Yoshimoto, and H. Hadama, “128 x 8 and 

60 km long-reach PON transmission using 27 dB-gain hybrid burst-mode optical 

fiber amplifier and commercial giga-bit PON system, OFC/NFOEC’2010, NWB3, 

Mar. 2010. 

[2] K. Taguchi, M. Fujiwara, T. Imai, K.-I. Suzuki, H. Ishii, N. Yoshimoto, and H. 

Hadama, “Applicable area estimation of bidirectional optical amplifiers to 10-Gb/s 

Class long-reach PON systems”, COIN’2010, MoA1-4, Jul. 2010. 

[3] K.-I. Suzuki, M. Fujiwara, K. Taguchi, T. Imai, H. Ishii, N. Yoshimoto, and H. 

Hadama, “128 x 8 and 80 km long-reach dual-rate 10G-EPON transmission using 

ALC-hybrid burst-mode optical fiber amplifier and SOA pre-amplifier,” ECOC’2011, 

Mo.1.C.3, Sep. 2011. 

[4] K. Taguchi, M. Fujiwara, T. Imai, K.-I. Suzuki, H. Ishii, and N. Yoshimoto, 

“Pattern effect suppression technique of synchronized gain-clamping light injection 
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for downstream SOA in optically-amplified PON systems”, OFC/NFOEC’2012, 

OTh4G.5, Mar. 2012. 

 

【国内講演】 

[1] 田口勝久，藤原正満，今井健之，鈴木謙一，吉本直人，葉玉寿弥，“長延化 PON シ

ステムにおけるバースト対応光増幅器の適用領域に関する研究，”電子情報通信学会技

術研究報告，通信方式，CS2009-68，pp. 7-12，2010 年 1 月． 

[2] 田口勝久，藤原正満，今井健之，鈴木謙一，吉本直人，葉玉寿弥，“4×8 分岐長延化

PON システムにおけるバースト対応光増幅器の適用領域に関する検討，” 2010 年電子

情報通信学会総合大会，B-8-5，2010 年 3 月． 

[3] 鈴木謙一，田口勝久，藤原正満，今井健之，吉本直人，葉玉寿弥，“10G-EPON シ

ステムの広域化における課題と要求条件，”電子情報通信学会，通信方式，CS2010-70，

pp. 29-33，2011 年 1 月． 

[4] 今井健之，藤原正満，田口勝久，鈴木謙一，“柱上設置型光増幅 PON 中継器，” 2011

年電子情報通信学会総合大会，B-10-71，2011 年 3 月． 

[5] 今井健之，藤原正満，田口勝久，鈴木謙一，“屋外設置型 PON 光増幅器，” 電子情

報通信学会技術研究報告，通信方式，CS2011-14，pp. 23-27，2011 年 7 月． 

[6] 田口勝久，藤原正満，今井健之，鈴木謙一，石井比呂志，吉本直人，“GE-PON シ

ステムにおける半導体光増幅器の適用領域，” 2011 年電子情報通信学会ソサイエティ大

会，B-8-25，2011 年 9 月． 

[7] 田口勝久，藤原正満，今井健之，鈴木謙一，石井比呂志，吉本直人，“同期ゲインク

ランプ光を用いた SOA のパターン効果抑圧，” 2012 年電子情報通信学会総合大会，

B-8-56，2012 年 3 月. 

[8] 田口勝久，藤原正満，今井健之，鈴木謙一，石井比呂志，吉本直人，“10-Gb/s 級光

増幅 PON システムへの XGM-ALC 技術の適用，” 2012 年電子情報通信学会ソサイエ

ティ大会，B-8-23，2012 年 9 月. 

[9] 胡間遼，藤原正満，木村俊二，吉本直人，“長延化 WDM/TDM-PON における光増

幅器の配置に関する一検討，” 2013 年電子情報通信学会ソサイエティ大会，B-8-25，

2013 年 9 月. 

 

(ii) その他の論文 

【論文】 

[1] N. Takachio, H. Suzuki, M. Fujiwara, J. Kani, K. Iwatsuki, H. Yamada, T. 

Shibata, and T. Kitoh, “Wide area gigabit access network based on 12.5GHz spaced 

256 channel super-dense WDM technologies,” IEE Electron. Lett., Vol. 37, No. 5, pp. 
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[2] M. Fujiwara, J. Kani, H. Suzuki, K. Araya, and M. Teshima, “Flattened optical 

multicarrier generation of 12.5 GHz spaced 256 channels based on sinusoidal 

amplitude and phase hybrid modulation,” IEE Electron. Lett., Vol. 37. No. 15, pp. 

967-968, Jul. 2001. 

[3] H. Suzuki, M. Fujiwara, N. Takachio, K. Iwatsuki, T. Kitoh, and T. Shibata, 

“12.5-GHz spaced 1.28-Tb/s (512-Channel × 2.5Gb/s) super-dense WDM 

transmission over 320-km SMF using multiwavelength generation technique,” 

IEEE Photon. Technol. Lett., pp. 405-407, Mar. 2002. 

[4] J. Kani, K. Akimoto, M. Fukui, M. Teshima, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, 

“Asymmetric bandwidth wide-area access network based on super-dense 

WDM-technologies,” IEICE Trans. Commun., Vol. E85-B, No. 8, pp. 1426-1433, Jun. 

2002. 

[5] J. Kani, M. Teshima, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, “1000-channel SD-WDM 

light source employing optical multicarrier generation scheme using sinusoidal 

amplitude-phase hybrid modulation,” IEE Electron. Lett., Vol. 38. No. 12, pp. 

575-576. Aug. 2002. 

[6] M. Fujiwara, M. Teshima, and K. Iwatsuki, “Narrow bandwidth polarisation 

scrambler using delay-coupled binary phase pulse for super-dense WDM networks,” 

IEE Electron. Lett., Vol. 39. No. 5, pp. 452-453, Mar. 2003. 

[7] M. Fujiwara, M. Teshima, J. Kani, H. Suzuki, N. Takachio, and K. Iwatsuki, 

“Optical carrier supply module using flattened optical multicarrier generation 

based on sinusoidal amplitude and phase hybrid modulation,” IEEE/OSA J. Lightw. 

Technol., Vol. 21, No. 11, pp. 2705-2714, Nov. 2003. 

[8] K. Iwatsuki, J. Kani, H. Suzuki, and M. Fujiwara, “Access and metro networks 

based on WDM technologies,” IEEE/OSA J. Lightw. Technol., Vol. 22, No. 11, pp. 

2623-2630, Nov. 2004. 

[9] H. Suzuki, M. Fujiwara, K. Iwatsuki, A. Hirata, and T. Nagatsuma, “Photonic 

millimeter-wave generator using intensity and phase modulators for 10 Gbit/s 

wireless link,” IEE Electron. Lett., Vol. 41, No. 6, pp. 355-366. Mar. 2005. 

[10] M. Fujiwara, H. Suzuki, K. Iwatsuki, and M. Sugo, “Noise characteristics of 

signal reflected from ASE-injected FP-LD in loopback access networks,” IEE 

Electron. Lett., Vol. 42. No. 2, pp. 111-112, Jan. 2006. 

[11] M. Fujiwara, J. Kani, H. Suzuki, and K. Iwatsuki, “Impact of backreflection on 

upstream rransmission in WDM single-biber loopback access networks,” IEEE/OSA 

J. Lightw. Technol., Vol. 24, No. 2, pp. 740-746, Feb. 2006. 
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[12] H. Suzuki, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, “Application of super-DWDM 

technologies to terrestrial terabit transmission systems,” IEEE/OSA J. Lightw. 

Technol., Vol. 24, No. 5, pp. 1998-2005, May. 2006. 

[13] M. Fujiwara, H. Suzuki, N. Yoshimoto, K. Iwatsuki, and T. Imai, 

“Multiwavelength monitoring by dithering temperature of directly-modulated laser 

diodes,” IEE Electron. Lett., Vol. 42. No. 13, pp. 770-771, Jun. 2006. 

[14] M. Fujiwara, H. Suzuki, and K. Iwatsuki, “Narrow-bandwidth 

polarization-scrambling technique using delay-coupled binary phase pulse for 

carrier-distributed WDM networks,” IEEE/OSA J. Lightw. Technol., Vol. 24, No. 7, 

pp. 2798-2805, Jul. 2006. 

[15] M. Fujiwara, H. Suzuki, N. Yoshimoto, and K. Iwatsuki, “Loss budget 

expansion technique using gain-saturated SOA in WDM single-fiber loopback 

access networks,” Elsevier Opt. Fiber Technol., Vol. 13, pp. 72-77, Oct. 2006. 

[16] M. Fujiwara, H. Suzuki, and N. Yoshimoto, “Quantitative loss budget 

estimation in WDM single-fibre loopback access networks with ASE light sources,” 

IEE Electron. Lett., Vol. 42. No. 22, pp. 1301-1302, Oct. 2006. 

[17] H. Suzuki, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, “Design and performance of a 

superdense WDM ring network using multiwavelength generations and 

tapped-type optical add/drop multiplexers,” OSA J. Opt. Netw., Vol. 6, No. 6, pp. 

631-641, Jun. 2007. 

[18] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, N. Yoshimoto, K. Iwatsuki, and T. Imai, 

“Colorless and plug-and-play technologies for WDM access over existing 

power-splitter-based infrastructure,” OSA J. Opt. Netw., No. 6, No. 7, pp. 830-839, 

Jul. 2007. 

[19] T. Tanaka, N. Ooba, S. Kamei, M. Fujiwara, H. Suzuki, T. Shibata, and Y. Inoue, 

“Silica-based PLC demultiplexer with spectral modulation function for monitoring 

signal wavlengths,” IET Electron. Lett., Vol. 43, No. 24, pp. 1377-1379, Nov. 2007. 

[20] M. Fujiwara, H. Suzuki, H. Kimura, and M. Tsubokawa, “Precise frequency 

stabilization by dithering bias current of directly modulated laser-diode,” IET 

Electron. Lett., Vol. 44, No. 1, pp. 47-49, Jan. 2008. 

[21] T. Suzuki, H. Suzuki, M. Fujiwara, H. Nakamura, K. Iwatsuki, H. Kimura, M. 

Tsubokawa, Y. Shibata, and A. Ohki, “Loss budget of 12.5 GHz-spaced wide-area 

carrier-distributed WDM-PON considering excess spectral broadening caused by 

SOA modulation,” IET Electron. Lett.,Vo. 44, No. 3, pp. 226-228, Jan. 2008. 

[22] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, N. Yoshimoto, H. Kimura, and M. 

Tsubokawa, “Demonstration and performance of colorless ONU for coexistence-type 
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WDM-PON using a wavelength-tunable L-Band DWDM-SFP transceiver,” IEEE 

Photon. Technol. Lett., Vo. 22, No. 19, pp. 1603-1605, Oct. 2008. 

[23] M. Fujiwara, T. Suzuki, H. Suzuki, T. Tanaka, N. Ooba, H. Kimura, and M. 

Tsubokawa, “Centralized frequency stabilization with wide capture range in 

DWDM-PON using MZI-AWG,” IEEE Photon. Technol. Lett., Vol. 20, No. 19, pp. 

1612-1614, Oct. 2008. 

[24] M. Fujiwara, H. Suzuki, H. Kimura, and K. Kumozaki, “Loss budget in 

single-fiber loopback access networks with ASE light source considering gain 

compression effect of GS-SOA,” IEICE Electron. Expr., Vol. 6, No. 2, pp. 65-70, Jan. 

2009. 

[25] M. Fujiwara, H. Suzuki, H. Kimura, and K. Kumozaki, “Frequency 

stabilization by dithering bias current of laser diodes for carrier-distributed 

WDM-based access networks,” OSA J. Opt. Netw., Vol. 8, Iss. 3, pp. 295-305, Mar. 

2009. 

[26] M. Fujiwara, S. Kaneko, H. Kimura, N. Yoshimoto, and K. Kumozaki, 

“Reducing the backreflection impact using homodyne detection in WDM single-fiber 

loopback access networks,” IEICE Electron. Expr., Vol. 6, No. 12, pp. 851-856, Jun. 

2009. 

[27] M. Fujiwara, T. Suzuki, H. Suzuki, T. Tanaka, N. Ooba, H. Kimura, and K. 

Kumozaki, “Remote frequency stabilization technique by using MZI-AWG and 

supervisory frame transfer in coexistence-type WDM-PON,” IEEE/OSA J. Opt. 

Commun. Netw., Vol. 1, Iss. 6, pp. 571-579, Nov. 2009. 

[28] A. Sano, H. Masuda, T. Kobayashi, M. Fujiwara, K. Horikoshi, E. Yoshida, Y. 

Miyamoto, M. Matsui, M. Mizoguchi, H. Yamazaki, Y. Sakamaki, and H. Ishii, 

“Ultra-high capacity WDM transmission using spectrally-efficient PDM 16-QAM 

modulation and C- and extended L-band wideband wptical amplification,” 

IEEE/OSA J. Lightw. Tehcnol., Vol. 29, No. 4, pp. 578-586, Feb. 2011. 

[29] T. Mitsui, K Hara, M. Fujiwara, J. Kani, T. Tadokoro, and N. Yoshimoto, “Effect 

of forward error correction on spectral sliced WDM/TDMA-PON system,” IEICE 

Electron. Expr. Vol. 9, No. 8, pp. 739-744, Aug. 2012. 

 

【国際会議(査読付)】 

[1] K.-I. Suzuki, Y. Katagiri, M. Fujiwara, and N. Takachio, “Suppression of four 

wave mixing near zero dispersion wavelength utilizing novel intensity-stabilized 

incoherent monochromatic light source,” ECOC’99, Vol. 1, pp. 202-203, Sep. 1999. 

[2] H. Suzuki, M. Fujiwara, N. Takachio, and K. Iwatsuki, “12.5 Ghz-spaced, 
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1.28-Tb/s (512-channel x 2.5 Gb/s) super-dense WDM transmission over 320-Km 

SMF using multi-wavelength generation technique, OECC’2001. PD2, Jul. 2001. 

[3] M. Teshima, M. Fujiwara, J. Kani, H. Suzuki, M. Amemiya, N. Takachio, and K. 

Iwatsuki, “Optical carrier supply module applicable to over 100 super-dense WDM 

systems of 1000 channels,” ECOC’2001, Mo.L.3.7, Sep. 2001. 

[4] J. Kani, K. Akimoto, M. Fukui, M. Teshima, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, “100 

Mbps / 1Gbps asymmetric bandwidth wide-area access network based on 

super-dense WDM technologies,” APCC’2001, T63-3, Sep. 2001. 

[5] N. Takachio, H. Suzuki, M. Fujiwara, J. Kani, M. Teshima, and K. Iwatsuki, 

“12.5-GHz-spaced super-dense WDM ring network handling 256 wavelength with 

tapped-type OADMs”, OFC’2002, WW2, Mar. 2002. 

[6] M. Fujiwara, H. Suzuki, M. Teshima, and K. Iwatsuki, “Novel polarization 

scrambling technique for carrier-distributed WDM networks”, ECOC’2002, 10.6.4, 

Sep. 2002. 

[7] H. Suzuki, M. Fujiwara, M. Teshima, and K. Iwatsuki, “Prototype of 

12.5-GHz-spaced tapped-type OADM for DWDM metro ring networks,” ECOC’2003, 

Th1.4.5, Sep. 2003. 

[8] H. Sanjoh, Y. Suzaki, H. Mawatari, E. Yamada, M. Fujiwara, H. Yasaka, and Y. 

Yoshikuni, “Multichannel transmitter using multiwavelength light source and 

integrated WDM modulator,” ECOC’2003, Th1.6.4, Sep. 2003. 

[9] M. Fujiwara, J. Kani, H. Suzuki, and K. Iwatsuki, “Impact of backreflection on 

carrier-distributed WDM single-fiber access networks”, OECC’2004, 13B2-1, Jul. 

2004. 

[10] K. Iwatsuki, H. Suzuki, M. Fujiwara, and J. Kani, “Optical frequency comb 

generation technology and its application to WDM access networks,” CLEO’2004, 

TuF3, May. 2004. 

[11] H. Suzuki, H. Nakamura, M. Fujiwara, and K. Iwatsuki, “Wide-area 

WDM-based passive optical networks”, ECOC’2005, M4.3.1, Sep. 2005. 

[12] M. Fujiwara, H. Suzuki, and K. Iwatsuki, “Reducing the backreflection impact 

by using gain-saturated SOA in WDM single-fiber loopback networks”, 

OFC/NFOEC’2006, OTuC2, Mar. 2006. 

[13] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, N. Yoshimoto, K. Iwatsuki, and T. Imai, “A 

remote wavelength setting procedure based on wavelength sense random access 

(-RA) for power-splitter-based WDM-PON”, ECOC’2006, We3.P.157, Sep. 2006. 

[14] M. Fujiwara, H. Suzuki, N. Yoshimoto, and T. Imai, “Centralized wavelength 

monitoring / stabilization technique in power-splitter-based WDM-PON”,  
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OFC/NFOEC’2007, JWA84, Sep. 2007. 

[15] T. Suzuki, H. Suzuki, M. Fujiwara, N. Yoshimoto, K. Iwatsuki, and T. Imai, 

“Simple multi-wavelength stabilization technique using a periodic optical filter for 

WDM access networks”, OECC’2007, 11A2-3, Jul. 2007. 

[16] T. Tanaka, N. Ooba, S. Kamei, M. Fujiwara, H. Suzuki, and Y. Inoue, 

“PLC-type demultiplexer with a spectral modulation function”, ECOC’2007, 2.5.2, 

Sep. 2007. 

[17] M. Fujiwara, H. Suzuki, T. Tanaka, N. Ooba, N. Yoshimoto, and M. Tsubokawa, 

“Centralized frequency stabilization by dithering transmission spectra of MZI-AWG 

for DWDM-PON”, ECOC’2007, 7.6.2, Sep. 2007. 

[18] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, N. Yoshimoto, H. Kimura, and M. 

Tsubokawa, “Wavelength-tunable DWDM-SFP transceiver with a signal monitoring 

interface and its application to coexistence-type colorless WDM-PON”, ECOC’2007, 

PD3.4, Sep. 2007. 

[19] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, H. Kimura, and M. Tsubokawa, 

“Demonstration of plug-and play function by automatically controlling tunable 

DWDM-SFP transceiver for coexistence-type colorless WDM-PONs”, 

OFC/NFOEC’2008, OTuH1, Feb. 2008. 

[20] M. Fujiwara, T. Suzuki, H. Suzuki, T. Tanaka, N. Ooba, H. Kimura, and M. 

Tsubokawa, “Remote frequency stabilization in DWDM-PON using supervisory 

frame transfer with fixed time interval”, OECC’2008, ThL-5, Jul. 2008. 

[21] T. Suzuki, H. Suzuki, M. Fujiwara, N. Yoshimoto, H. Kimura, M. Tsubokawa, 

“A multi-wavelength stabilization technique based on a local minimum search using 

a shared reflective etalon filter for coexistence-type WDM-PON”, ECOC’2008, 

Tu.1.F.5, Sep. 2008. 

[22] H. Suzuki, M. Fujiwara, T. Suzuki, H. Kimura, and K. Kumozaki, 

“Plug-and-play WDM-PON technologies for future flexible optical access networks”, 

OFC/NFOEC’2009, OThA1, Mar. 2009. 

[23] H. Suzuki, M. Fujiwara, N. Yoshimoto, H. Kimura, and K. Kumozaki, 

“Simplified wavelength-tunable DWDM selector using removal driving circuit for 

coexistence-type WDM-PON”, ECOC’2009, 9.5.6, Sep. 2009. 

[24] A. Sano, H. Masuda, T. Kobayashi, M. Fujiwara, K. Horikoshi, E. Yoshida, Y. 

Miyamoto, M. Matsui, M. Mizoguchi, H. Yamazaki, Y. Sakamaki, and H. Ishii, 

“69.1-Tb/s (432 x 171-Gb/s) C- and extended L-band transmission over 240 km using 

PDM-16-QAM modulation and digital coherent detection”, OFC/NFOEC’2010 
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[25] T. Mitsui, K. Hara, M. Fujiwara, J. Kani, M. Tadokoro, N. Yoshimoto, and H. 

Hadama, “Simple and scalable WDM/TDMA-PON using spectral slicing and 

forward error correction”, OFC/NFOEC’2011, OTuB5, Mar. 2011. 
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【国内講演】 

[1] 藤原正満，大輝晶子，鈴木謙一，高知尾昇，“光 SSB 信号を用いた 10Gb/s 高密度

WDM 伝送技術の検討，” 1999 年電子情報通信学会総合大会，B-10-60，1999 年 3 月． 

[2] 藤原正満，鈴木裕生，高知尾昇，“一括多波長発生光源(光 CSM)を用いた超高密度

WDM 伝送実験，” 2001 年電子情報通信学会ソサイエティ大会，B-10-117，2001 年 9
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[3] 鈴木裕生，高知尾昇，藤原正満，可児淳一，鬼頭勤，手島光啓，岩月勝美，“一括 

多波長発生光源(光 CSM)を用いた超高密度 WDM リングネットワーク，” 2002 年電子

情報通信学会総合大会，B-10-60，2002 年 3 月． 

[4] 可児淳一，手島光啓，藤原正満，岩月勝美，“超広帯域 SD-WDM 伝送用 1000 チャ
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[7] 鈴木裕生，中村浩崇，藤原正満，岩月勝美，“広域 WDM-PON 技術，”電子情報通

信学会技術研究報告，通信方式，CS2005-39，pp. 13-18，2005 年 11 月． 
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[9] 田中拓也，大庭直樹，亀井新，藤原正満，鈴木裕生，柴田知尋，井上靖之，“波長監

視機能付き PLC 型分波フィルタ”電子情報通信学会技術研究報告，光エレクトロニクス，
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